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大 学 の 概 要

（１）現 況 （２）大学の基本的な目標等

①大学名 建学の理念「第１に優れた臨床医と独創力に富む研究者を養成し、第２に独創的研究並びに

国立大学法人浜松医科大学 新しい医療技術の開発を推進し、第３に患者第一主義の診療を実践して地域医療の中心的役割

を果たし、以て人類の健康と福祉に貢献する 」を踏まえ、特に以下の事項について重点的に。

②所在地 取り組む。

静岡県浜松市

①人間性豊かな、生涯にわたって自ら学び、国際的に活躍できる医療人の育成に努力する。

③役員の状況 ②先端的・学際的領域の基礎研究・臨床研究において、産学官連携を推進し、国際的に高い

学長 寺 尾 俊 彦 水準の研究機関となることを目指す。

理事 ４名（非常勤１名を含む） ③地域社会の医療、教育、文化のニーズに応じて貢献し、高度先進医療等の病院機能の強化

監事 ２名（ 〃 ） に努める。

④光医学を中心とした教育・研究・診療活動を推進し、独創的な機関を目指す。

④学部等の構成 ⑤近隣の国立大学法人との統合再編について引き続き検討を進める。

医学部

医学科

看護学科

医学系研究科

光先端医学専攻

高次機能医学専攻

病態医学専攻

予防・防御医学専攻

看護学専攻

⑤学生数及び教職員数

学生数 １，０５１ 人

学部学生 ８８１ 人（３人）

修士課程 ３８ 人

博士課程 １３２ 人（２５人）

職員数 ９３９ 人

教員 ２８１ 人

職員 ６５８ 人

浜松医科大学
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（３）大学の機構図

浜松医科大学
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浜松医科大学

全 体 的 な 状 況

１．法人の各事業年度の業務の実施状況の総括 (２)研究活動の推進
「光の医学応用」に関する研究は本学の特色ある研究のひとつであり、この推進・発展

法人化後２年目を迎えたので初年度に比べ安定した状況において業務を遂行でき 教育 は、本学の重要課題である。この研究目標に沿った研究が計画通り実施され、多くの成果、 、
研究、診療、社会貢献のいずれの分野においても、概ね各目標は達成された。殊に病院の を得ることができた。
経営面において予想以上の効果を挙げることができた。 本学において既に進行中のCOE事業「メディカル・ホトニクス～こころとからだの異常

を探る～ 、並びに知的クラスター創成事業（浜松オプトロニクスクラスター 「医療用イ」 ）
メージングシステム開発」は当初の計画通り実施された。いずれも平成17年に評価が行わ（1）良き医療人の育成と地域医療への貢献

本学の重要な使命のひとつは、所在地である静岡県の地域医療に貢献できる「良き医療 れ、共に高い評価を得た。知的クラスター創成事業（浜松オプトロニクスクラスター）に
人」を育成することである。静岡県の医師数は、人口10万当たり168.5（全国平均211.7、 おいては、その成果に対し、寺川進教授が文部科学大臣表彰を受けた。
平成16年）と低く、全国43位であり、また、自治体病院などにおける医師不足も深刻な問 外部資金として科学研究費365,000千円、厚生科学研究費203,000千円、奨学寄付金
題になっている。この解消には、多面的な対策が必要であるが、本学としては、入試、教 425,000千円、受託研究費335,000千円、共同研究費39,000千円、21世紀COE137,000千円、
養教育、専門教育、研修医、後期研修、大学院など、いずれの段階においても「良き医療 知的クラスター60,000千円、計1,564,000千円を獲得した。本学の教官当たりの外部資金
人の育成」を図り、本学の使命を全うすることである。 獲得額は全国的にみて高い位置にある。

、 、①地域医療への貢献を意図した入学者選抜 光の医学応用に関しては 多数の研究講座や光先端医学研究の専攻の大学院生が参加し
静岡県出身の本学医学科卒業生の大部分が県内に残ることを考慮して、適切な数の本 分担研究を行った。その他、(1)外部資金を受けにくい環境にある総合人間科学講座の研
県出身の入学者を得ようとした。高等学校との積極的な連携を行い、大学説明会、高校 究、(2)同じく看護学科やパラメディカル領域の研究や社会活動、(3)知財の活用を進める
生への専門基礎科目等の授業開放、出張授業（県内の７校で実施 、本学を個別に訪問 ための活動や体制づくり (4)健康相談会や地域の初中等教育支援などの社会貢献活動 (5)） 、 、
する高校に対する大学概要説明・授業開放・当該高校出身の本学学生との懇談等を積極 若手の萌芽的研究育成に対し、プレゼンテーションとインタビューに基づいて研究資金の
的に企画、実施した。これらの努力もあって、医学科の県内出身入学者は増加し、将来 戦略的配分を行った。
の県内医師確保に重要な県内出身の入学者を確保することができた。本県には学力レベ

(３)医療の質の向上ルが高く、優秀な学生を推薦してくれる高等学校が多いことを考慮して、地域枠制度を
設けず １校あたりの推薦枠を４名まで拡げた その結果 トップレベルを維持しつつ 地域医療の中核として患者中心の安全かつ良質な医療を提供することが使命である。病、 。 、 、
平成18年度入試における推薦入学定員25名中16名（64％）が静岡県出身者であり、前・ 病・病診連携を強化するため、医療福祉支援センターに地域連携室を設置し、予約制のシ
後期日程を含む全体では95名の定員に対し41名（43%）が静岡県出身者であった。 ステムを変更して、他の医療機関からの患者紹介の促進を図り、紹介患者数の増加が得ら
②医療倫理教育のための全学統合一貫プログラムの作成と実践 れた。効率的運営を図るため組織の改組を行うとともに、経営改善に繋がる種々の方策を
「医療と医療人のあり方について不断に考える姿勢の確立」を目標とする医療倫理教 実施し、その結果は増収・経費削減に繋がった（平成17年度病院収入額11,693,000千円で
育のための全学統合一貫プログラムを構築した。入学直後の福祉施設体験学習及び新入 あり、前年比572,000千円増 。）

（ 、 、生合宿研修にはじまり、その後も学年進行毎に倫理教育を行い、また、入学者全員が医 ①患者サービスの充実 外来受付 地域連携室への適切な人員配置により患者サービスが向上
、 、 、 、療職を目指すという医科大学の特性を活かし、医学科と看護学科の学生が共に学ぶ合同 また 委託の外来クラーク10名を非常勤看護助手５名に変更し 受付業務 診療の補助業務

授業を積極的に取り入れ、医学科と看護学科の学生が共に学び、チーム医療における異 搬送業務等に業務範囲を広げ、看護師が本来業務に専念できるよう体制を整備 。）
なる立場の職種の役割や考え方を学び、理解する機会とした。地域医療への興味や関心 ②施設・設備の整備（外来椅子の追加、駐車場の拡張整備、CT検査患者用待合室の新設、
を持つようなカリキュラムを組んだ。 小児の遊び場の設置、血液内科病棟に無菌室を増設、リハビリテーション部に和室を設置 。）

、 。③医学科における臨床前専門教育 ③クリニカルパス推進により 在院日数は平成16年度20.6日から平成17年度19.5日に縮減した
チュートリアル導入臨床前専門教育により生涯、自ら学習できる「良き医療人」の育 ④外来化学療法センターを設置し、平成18年３月までに延べ1,687名の患者が利用した。

成を目指した。 ⑤救急部に24時間体制を導入し、ICU経験の看護師を配置した。
、 。④大学院医学系研究科博士課程の改革 ⑥昨年度改定した病院安全対策マニュアルの遵守を徹底し 医療事故発生の防止に努めた

博士課程に「研究者養成コース」と「研究能力を備えた臨床医養成コース」を設置し 調剤ミス防止のため研修生の処方した処方箋の三重チェックを行った。インシデントレ
た 「研究能力を備えた臨床医養成コース」の学生は本学附属病院あるいは関連病院に ポートによる注射・点滴に関する件数は、平成15年度 658件、平成16年度 578件、平成。
おいて、専門分野の認定資格（専門医など）の取得に必要な診療活動を行うことを可能 17年度 224件と次第に減少している。
にした。

(４)社会貢献、産学連携、国際交流等の推進⑤臨床研修医の確保
「臨床研修センター」を中心に研修内容の充実を図るとともに本学附属病院での研修 ①報奨研究費の考え方を導入

希望者の増加を図った。本学附属病院における研修医数は平成16年度60名、平成17年度 知財の活用を進めるための活動、健康相談会や地域の初中等教育支援などの社会貢献
は43名、平成18年度53名である。 活動については、これまでの講座費配分額から総額11,700千円を確保し、この中から戦
⑥静岡県中長期医師教育支援協会の設置 略的な研究資金として配分することとした。これは活動に必要な直接的経費や準備のた

本学学長が参加する「静岡県医療対策協議会」において、卒後臨床教育に関する問題 めの経費を支給するものではなく、それらの活動をすることに対する報奨として研究費
を始め、静岡県の医師不足の現状、医療連携、医療分化の必要性、医師数の増加策及び を配分する、という性格付けをした。この資金は元々講座費の性格を引き継ぐものなの
医師の派遣等について協議するとともに、医師の地域の偏在・診療科偏在に対処するた で、研究基盤維持費であり、旅費や、機器の修理代等の自由な使用が可能である。社会
め、本学と県内病院長からなる「静岡県中長期医師教育支援協会」を立ち上げ、卒後研 貢献活動の経費としても使えることはもとより、それとは直接関係の無い研究の補足経
修終了後における教育システムの検討を開始した。また、静岡県下自治体病院からの医 費にもなる点が、使用するほうとしては価値のある資金となる。知財活動や社会貢献活
師派遣要請に関して各市町村長と協議し、全学的レベルで調整し、可能な限り要請に応 動をすることの報奨が研究費の増加であるという仕組みを作り、大学の社会存在の意義
えた。 を高める活動を自然に奨励する形は、これまで構築できなかった新しい試みである。
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浜松医科大学

②大学知を発信するウェブサイトの構築 3)危機管理体制整備のための経費 8,227千円
研究結果の世界への発表と教育のより広い普及という２つの大きな目標を目指して、 防災センター整備、防災マニュアル、情報漏洩防止対策等

インターネットを用いた新しい大学からの知の発信システムを作った。コンテンツとし 4)業務を改善するための経費 40,060千円
ては、本学で毎年２回行っている国際シンポジウム、光の医学応用や顕微鏡技術のため ホームページの充実、大学情報データベース構築、財務会計事務システム機能改修
の講習会、各種研究によって得られた動画資料、医学科学生のための講義、大学院生の ・補強等
ための講義などを含めている。すべて、研究で得られた動画や実際の教育現場で撮影し ② 補正予算編成の実施
た動画で構成されている。現場撮影のために専門の技術職員を当てるなど、コンテンツ 年度の途中において、上半期の実績・自己収入の増収（約290,000千円）等に基づき
の作成体制も整備し、発信サイトを完成させた。このシステムは、医学生の教室での講 補正予算編成を実施した。1）法律等施行により緊急に措置すべき事項：7,900千円：個
義に依存しない教育にも有用であることはもとより、医師のみならず一般社会人の生涯 人情報保護に伴う研究室等の鍵の取替、病院及び事務局の電算室入退室システム設置、
教育にも有効である。 2）老朽化に伴う緊急的な補修・更新事項(研究棟外壁の緊急補修、医療用機器更新等：
③学生の海外派遣及び国際交流の充実 286,000千円、3)診療業務、患者アメニティ、委託業務等診療の質の向上を図るため措
1）本学学生のIFMSA（国際医学生連盟）における国際交流活動を支援した。 置すべき事項：99,500千円：外来化学療法センター新設経費、病棟トイレ改修等、患者
2）海外の大学との学術交流協定に基づく学部学生の国際交流をおこなった。 給食配膳補助業務等。
3）大学院博士課程及び修士課程にそれぞれ６名、１名の外国人留学生を新たに受け入れ

（7）監査機能の充実た。また、外国人客員研究員は19名受け入れた。
4 本学独自の奨学金を活用し １年を超えて本学に在籍する外国人学部学生 大学院生 監査は内部監査、監事による業務並びに会計監査、会計監査人による会計検査の３種の） 、 、 、
研究生に１人あたり月額最低70千円を支給した。 方法で行われた。

①監事の業務実績
監事は、重要な会議に出席、各企画室等とのヒアリング、書類閲覧等を通じて的確な（5）業務運営の改善と効率化

①戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用 情報を得て監査を実施した。また、問題点等に対して必要な助言等を行った。
1）運営のための企画立案体制 ②内部監査の実施状況

学長は、７つの企画室（経営、研究推進、教育、調査・労務、情報・広報、病院運 学長を監査責任者と定め、内部牽制の観点からより適切な監査体制を整備し、監事・
営、総務）を設置、４名の理事及び３名の副学長にそれぞれの大学運営の重要なテー 会計監査人と連携しながら内部監査を実施した。更に、監事・会計監査人の他、財務担
マの分担、企画立案を行わせるとともに、各室長に予算執行の権限を与えている。毎 当理事を含めた「内部監査報告会」を実施し、問題点・改善策等を共有するなど、内部
月、総合企画会議において理事及び副学長から、各企画室の企画立案状況を報告し、 統制の充実を図った。
それに対する意見交換、今後の実施方針等を検討し、承認を受けたものは法令や学内

（8）財務内容の改善に向けた取り組み規則に従い事項ごとに役員会 教育研究評議会 経営協議会及び教授会に附議される、 、 。
各会議には監事が出席し、直接審議過程を監査している。 ①病院収入の増収方策
2）教員の適切な配置（特任教員制度を導入、診療助手（医師）の導入、がん薬物療法部 地域連携事務室を設置（常勤職員１名・非常勤職員３名を配置）して運営、ICU病床
教授の配置、全教員に任期制を導入、救急専門医師不足に対して病院全体に変形労働 を２床増床、GCU病床6床を新設、外来化学療法センターの運営、麻酔科に定員外診療助
制を導入など） 手及びリハビリテーション部に非常勤PT技術職員を採用等により以下の実施後の経済効
3）事務職員の業務改善 果（対前年度）が得られた。
ⅰ）総務企画室で業務分析・改善ＷＧ（人事課長他３名）を設置して、事務局各課係等 1）患者紹介率の増加4.5％増（48.0％→52.5％ 、初診患者は総数1,597人増）
全ての職員を対象として業務分析・改善ヒアリングを実施。約200件の業務改善事 (19,712人→21,309人)
項が挙げられた。 2）手術件数377件増(3,548件→3,925件)

ⅱ）事務組織の在り方、事務職員の配置について、費用対効果や効率性の観点から見直 3）入院診療総稼働額525，622千円増（8,367,116千円→8,892,738千円）
しを実施した。 4）外来診療総稼働額341,407千円増（2,618,135千円→2,959,542千円）

ⅲ）業務改善を一層推進するため、組織の見直し、職員の再配置が必要となり、平成18 5）総稼働額867，029千円増（10,985,251千円→11,852,280千円）
年７月から戦略的な事務局組織の再編を目指して、段階的に実施することとした。 平成16年度病院収入額11,121,000千円に比べ、平成17年度は11,693,000千円と

ⅳ）教室系事務職員を平成18年度中に事務局に配置換することとした。 約572,000千円の増収。
4）各種会議・全学委員会等の見直し、簡素化による教職員の負担軽減 平成15年度病院収入額10,840,000千円

教育研究評議会と教授会の審議事項を整理した結果、教授会の開催回数が半減する 平成16年度病院収入額11,121,000千円（前年比281,000千円増）
とともに会議成立要件の緩和により、教職員の負担軽減となった。 平成17年度病院収入額11,693,000千円（前年比572,000千円増）

②外部資金による間接経費の獲得
科学研究費補助金などの間接経費の増を図った。（6）法人として戦略的・効果的な資源配分

①学長裁量分の予算による戦略的資源配分 平成16年度263,079千円うち間接経費4,800千円（前年比1,621千円減）
学長裁量経費191,000千円 重点経費65,000千円 学術プロジェクト経費20,000千円 平成17年度365,935千円うち間接経費12,720千円（前年比102,856千円増）、 、 、
外部資金間接経費40,500千円、寄付金95,000千円を確保し、中期計画を踏まえた事業に ③自己資産の活用による増収方策
ついて学長ヒアリングを行うなどしたうえで、教育・研究等の質の向上を図るため次の 駐車場収入が増加した。
事項に重点配分した。 平成16年度約52,900千円
1)教育環境を向上させるための経費 28,074千円 平成17年度約58,100千円（5,200千円増）
教育環境の整備、課外活動設備及び福利厚生設備の整備等 ④経費の削減
2)重点的研究を推進させるための経費 150,100千円 1）病院経営における経費の削減（競争契約品目の拡大、契約交渉：平成16年度に比べ平
ＲI動物実験施設改修、Ｐ３レベル感染動物実験システム、動物用インビボイメー 成17年度は5,400千円の経費を節減、検査外注項目の効率的な選択と契約交渉：平成16
ジング装置、プロジェクト経費等 年度に比べ平成17年度は3,300千円の経費を節減、薬剤の契約：平成16年度の値引き率

10%を平成17年度は10.5%とし、約10,260千円の経費を節減、検査試薬の効率的な選択
と契約交渉：平成16年度に比べ平成17年度は38,430千円の経費を節減 。）
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） 、 。2）契約内容の見直し（類似した契約の統合かつ複数年契約の実施：年間約5,000千円の費 2 病院再整備に伴い 患者駐車場が不足するため平成17年度は140台分の駐車場を増設した
用を節減、清掃業務及び病院時間外救急患者等受付業務の評価方式に基づく複数年契 ③学生生活環境の改善
約の導入など） 福利施設棟の床の張替え、壁・天井の塗替え、便所の模様替え等行い学生生活環境を

3）一般管理費の節減（ペーパーレス化によりコピー用紙量で1.0%節減、エネルギー使用 改善した。
量は前年度に比べ約4.8％減、光熱水費実績は、前年度に比べ約17,700千円減少） ④防災対策等

1）本学は東海地震の地震防災対策強化地域にあるが、平成17年度は附属病院中央診療部
分とエネルギーセンター棟の耐震改修工事を行い構造耐震指標（Is値）0.41から1.08（9）人件費削減に向けた取り組み

政府の「行政改革の重要方針（平成17年12月24日閣議決定 」を踏まえて総人件費削減 にした。）
計画について、本中期目標期間中の今後４年間における計画を以下のように策定した。 2）アスベスト対策は、平成18年度に終了予定である。
①事務職員等の定年退職者の後任不補充（削減額 約100,000千円） ⑤施設維持管理計画
②超過勤務の縮減（削減額 約40,000千円） 施設パトロールを前年に引き続き実施し要修繕箇所の更新、前年度の要修繕箇所の改
③教員の欠員分の計画的な採用等（削減額 約20,000千円） 善を進めると共に、計画的な維持管理の実施及び設備更新計画の見直しを行っている。
④当直体制の見直しによる経費縮減等（削減額 １診療科当り約4,000千円） （要修繕箇所数287件に対して109件の改善を実施）
これらの実施に当たっては、業務の一層の合理化や再雇用制度の活用、非常勤職員の雇 ⑥設備マスタープラン等
用を適宜行い、業務の質を低下させない方策を検討することとした。 研究設備及び診療設備に区分し、設備マスタープランを作成した。

⑦施設・設備の有効活用の促進
施設・設備の効果的活用のために学内施設の利用状況立ち入り調査を実施、共用利用（10）自己点検・評価及び情報提供

①情報発信に向けた取り組み スペース等の競争的公募により配分など。
1）従来紙媒体で発行していた本学広報誌（概要・学報・ニュースレター）について、電

（12） 安全管理体制と危機管理子媒体としてホームページ上に掲載し、積極的な情報公開を図った。
2）平成17年度においては、本学の情報発信に係るスキームとなる「広報ポリシー」を策 ①安全衛生委員会による職員の健康管理・安全確保のための管理体制を確立した。
定した。 ②安全管理マニュアル作成を改良した。

3）外国人留学生への英文ホームページでの情報提供を行った。 ③薬品管理システム
4）全学的研究活動一覧の発行とのホームページでの情報提供 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づ
年次ごとの研究活動状況の分析・比較とともに、講座ごとの論文数、ＩＦ値、外部資 き、薬品管理の一元化に向けて薬品管理プロジェクトチームを編成した。
金の獲得額がまとめられている。さらに昨年度発表された英文原著論文のうち、評価 ④安全教育等実施：職員及び衛生管理者等に対して、安全衛生管理に関して教育等を実施
が高かった10編が掲載されている。 した。

5 「さわやか通信」を毎月発行し、職員の意識改革、病院経営情報の公開、院内問題の ⑤危機管理マニュアルの作成等：防災マニュアルの内容を再点検し、改訂版を作成した。）
改善に役立てた。 また、ポケット版を作成して全職員に配布した。

6）学内の｢学報｣ 「ニュースレター」等の広報誌に、病院情報、最近の医療情報等を掲 ⑥資産の危機管理：現金の盗難、紛失等の防止：窓口現金の授受の見直しを行い 「入学、 、
載した。 検定料、入学料」を郵便為替（現金）から銀行振込に変更した。

②職員評価 ⑦個人情報の保護(防犯対策)：個人情報保護のため、研究室等の鍵を防犯性の高い鍵へ交
職員個人の評価については 教員は５領域 教育 研究 診療 社会貢献 管理運営 換した。また、大量の個人情報が格納されている電算室（事務局及び病院）に入退室シ、 （ 、 、 、 、 ）、

教務員・技術職員は3領域（教育、研究、診療の支援）についエフォート（重み）を組 ステムを設置した。
み込んだ調査票及び評価指針を企画立案し、これをもとに実施した。評価は全職員が、

（13）環境マネジメント調査票で求められている項目について自己評価を行い、責任者が面談して一次評価を行
い、全体的な評価や評価バランスについては、理事、副学長、病院長などが二次評価を ①環境マネジメント委員会を設けた。エネルギー使用量は平成16年度をベースに５年間で
行った。責任者については、理事・副学長が複数で評価を行った。 10％削減を目標設定、また、省エネルギー対策年次計画を策定した。省エネ効果が高い
評価結果が思わしくない者については、学長、理事等が個別に面談を行いアドバイス と推測される廊下、便所、図書館閲覧室等の照明設備の人感センサー化を行い、図書館

をするなど具体的な改善策をとった。 では平成16年度に比べ年21,900kwh（約22％）節電、廊下、便所等は年47,000kwhの節電
される。老朽化した照明設備を143台更新し年32,500kwhの節電見込みである。その結果

（ ） 、（11）施設マネジメント 平成17年度のエネルギー使用量は平成16年度に比べ原油換算で308KL 約4.8％ 削減し
①施設整備計画（キャンパスマスタープラン等） 光熱水費は17,700千円減少した。

大学の基本的な中期目標を踏まえ、老朽化、狭隘解消、耐震対策等安全安心な教育研 ②水の使用量は16年度をベースに５年間で５％削減を目標として設定した。附属病院の各
究環境への再生及び大学附属病院の再生を図るための、卓越した研究拠点の整備、人材 水栓等に節水システムを導入し、上水5,800ｔ（4.9％ 、工業用水9,200ｔ（6.8％ 、下） ）
養成機能を重視した基盤的施設の整備、先端医療に対応した附属病院の整備を平成12年 水15,300ｔ（6.9％）を節水した。学部についても年1,300千円の節約が見込まれるため
度に策定した施設長期計画の見直しを行い、平成18年度に完了予定である。 導入を行った。
②病院再整備計画 ③ユニバーサルデザインの導入：病棟・外来全て(22カ所)の便所改修、身障者用便所の新
1）病院再整備プロジェクトチームで作成した基本計画をもとに平成18年度概算要求を行 設と院内環境の改善のため、リハビリテーション部の拡充、CT待合室の新設、案内表示
い、病院再整備事業の内示を受けた。病院再整備計画のコンセプト「１．災害に強い の充実を行った。また、福利施設棟の全面改修及び講義実習棟、臨床講義棟の身障者便
病院２ 光医学を中心にした高度先進医療の推進３ 患者サービス・居住性の向上４ 所の改修を行い学生の環境改善を行った。． ． ．
優れた医療人の育成５．既存施設の有効利用６．地域貢献７．病院の経営改善」に定
めた。これに基づき、病院再整備基本設計を公募型プロポーザルにて募集して委託業
者（設計事務所、請負金額14,700千円）を選定した。平成22年を目途に８階建て病棟
を新築し、平成25年までに既存病棟を外来棟として改修を終了する計画である。
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

【学士課程】
医学又は看護学に関する専門的な知識及び技術を身につけた臨床医又は看護専門職を養成する。中
豊かな教養と人間性を身につけた医療従事者を養成する｡
学士課程における教育の成果・効果の向上・充実を図る。期

【大学院課程】目
医学又は看護学に関する高度の専門的な知識及び技術を身につけた臨床医及び医学研究者又は看護
専門職及び看護学研究者を養成する。標
大学院課程における教育の成果・効果の向上・充実を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１】 【１－１】 ・４年次まで計画どおり終了し、基礎医学のコアを教授した後、
医学又は看護学に関する課題探 医学科ではPBLチュートリアル教 臨床系のユニットで繰り返し基礎医学の基本に立ち戻り学習す
求能力、問題解決能力、生涯に 育を学年進行に伴って推進する る課題編成、シナリオ作成を行う浜松医科大学方式のPBLチュ。
わたって学問を探究する研究心 ートリアル教育を構築した （学年進行終了）、 。
自己評価能力及び自立的に行動
する態度・習慣を育成する。こ 【１－２】 (1)PBLチュートリアル部会を毎月１回開催し、全ての課題、シナ
のため、医学科においては、浜 医学科のPBLチュートリアル教育 リオ等を検討するとともに、個々のシナリオに各１名の部会員
松医科大学方式のPBLチュートリ においては 実施にあたって (1) を割り当て、実際の症例をもとに、CT、MRI画像の読影、心電、 、
アル教育の構築とその実施を推 コアカリキュラムに基づく厳選 図等の検査データーの評価等を行いつつ、多様な疾病の推論の
進し、看護学科においては教育 された課題の作成に努めること 展開に誘導するシナリオなど、厳選した課題作成を行った。、
内容の精選とPBL教育を全体の (2)チューターの確保及び養成に (2)-1昨年度までに、専門課程の全ての教員に対してチューター
％以上とする。 努めること、(3)PBLチュートリ 養成FDを実施し、今年度は新しく赴任した教員及びTAの大学院30

アルと講義の適正なバランスを 生を対象としたチューター養成FDを８回開催した。
追及すること、また、(4)実施の (2)-2平成17年８月に京都で行われたハワイ大学主催のPBLチュー
ための部会に加え 評価部会で トリアルワークショップに教育・国際交流担当理事及び教員２、 、
常に結果を検証し、実施のため 名が参加し、医学教育におけるPBLチュートリアル教育のある
の部会と協議し、柔軟な姿勢で べき姿を学んだ。

（ ）改善に努める。本学に最も合っ (2)-3ハワイ大学で開催されたPBLワークショップ 平成18年１月
た浜松医大方式のPBLチュートリ に本学の助手１名が参加した。

、 、アル教育の構築を目指す。 (3)望ましい講義 実習とPBLチュートリアルのバランスの追求と
PBLチュートリアル学習室の数やチューターの負担等を勘案し
た授業日程を作成し、実施した。
(4)-1毎回のPBLチュートリアル授業後に、課題等についての学生
のアンケート調査を実施した。
(4)-2PBLチュートリアル部会の意見、要請を参考として、曜日に
より割り振りした、２年次生、３年次生、４年次生毎のPBLチ
ュートリアル実施日程と講義及び試験とを適切に組み合わせた
時間割を作成し、実施した。

【１－３】 ・新カリキュラムの３年次を実施しつつ、看護学教育検討WGと臨
看護学科では、学年進行に伴い 地実習検討WGを原則月１回開催し、平成16年３月の文部科学省

浜松医科大学
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新カリキュラムの実施を推進す 看護学教育の在り方に関する検討会報告「看護実践能力の充実
るとともに検証を行い、また、 に向けた大学卒業時の到達目標」を考慮し、卒業時看護実践能
卒業時看護実践能力の到達目標 力の到達目標の作成のため、授業内容の検討、各授業科目と教
を作成し、授業内容を精選する 育目標の整合性の検証を行った。卒業時看護実践能力の到達目
ための計画を作成する。 標の設定については、看護学教員の確保が困難な社会的状況下

の編成可能なカリキュラムの制約を考慮しつつ策定することと
した。

【２】 【２－１】 ・前年度に引き続き、１泊２日で実施した「新入生オリエンテー
医療従事者としての使命感、責 新入生オリエンテーション、医 ション」及び医学科４年次生の「臨床前体験学習」において、
任感及び倫理観を育成する。こ 学科３年次生の医学概論Ⅱ及び 末期ガン患者、宗教的理由による輸血拒否患者等への看護師、
のため、医学科においてはチュ ４年次生の臨床前体験学習にお 医師の対応場面を設定したグループ討論やロールプレイを実施
ートリアル教育の課題に倫理教 いて、事例に基づいて医の倫理 し、医の倫理についての教育を行った。
育の要素を加えるとともに、３ について教育を行うとともに、
年次に医学概論Ⅱ（医療倫理 、 その検証を行う。）

（ 、４年次に医学概論Ⅲ 緩和医療
医療の安全
性）を新たに開講する。

【３】 【３－１】 ・１、２年次生の人文・社会科学系教育の充実のため、人間と医
人文社会科学及び理数系基礎科 大部分の学生が医師、看護師に 療の関わりに関する教育として 「日本医療史」の講義を新設、
学などの幅広い知識を修得させ なるとの観点から教養教育のあ した。
る。このため、教養教育を担当 り方及び授業科目の精選方法に ・看護学科３年次生に、インタビュー方式により教養科目の授業

、 、 、する組織の整備と該当科目の実 ついて検討する。 に対する学生の意見 希望等を徴集し かつ教養科目のあり方
施結果の評価と改善を行う。 必要性等の議論を行い、新カリキュラムにおける教養科目の位

置づけに関する検討を行った。

【４】 【４－１】 ・IFMSA（国際医学生連盟）の交換留学生としてデンマーク他２
国際的なコミュニケーション及 学部課程の留学生 交換留学生 ケ国から４名の学生を受け入れ、本学からはドイツ他３ケ国へ、 、
び異文化理解に必要な語学力を 特別聴講学生等を適切に受け入 ４名の学生が短期留学し、病院実習あるいは基礎医学実習を行

。 、 、修得させるため、外国語教育の れて、学部の国際化を図る。ま った また 海外の学術交流協定校からの特別聴講学生として
充実を図るとともに学生の海外 た、海外の臨床実習の情報提供 ドイツと中国から各１名の学生を受け入れ、本学からは中国他
派遣を推進する。 を行い、単位互換を進めること ４ヶ国へ11名の学生が留学した。

により学生の海外派遣を推進す
る。

【５】 【５－１】 ・情報処理能力を育成するために、教育科目を検証し 「卒業研、
高度情報技術社会に対応できる 情報処理能力を育成するため、 究 （必修科目）に必要となる収集データ分析処理方法等を習」
コンピュータ等の情報機器活用 情報教育の内容を検証するとと 得するために 「統計学演習」を看護学科２年次選択必修科目、
能力（情報リテラシー）を育成 もに、修得すべき情報リテラシ に加えた。
する。このため、修得すべき情 ーの目標及びその達成度調査方 ・本学で提供している情報サービスの基礎知識の習得、更に学生
報リテラシー能力の目標を作成 法の検討を行う。 各自が、学習に役立てることのできる有効な活用法の習得を情
し 定期的に達成度調査を行う 報リテラシーの目標とした。また、MSwordを使った独自文章の、 。

作成をさせるとともに、メール転送システムを利用した試験的
文書転送の確認を行い、達成度の調査を行った。

【６】 【６－１】 ・学生による授業評価のコンピュータ化を実施し、医学科、看護
教育の目的及び目標達成度につ 学生による授業評価、卒業生に 学科の１年次生、２年次生に対しては教養教育のカリキュラム
いて、専門の作業部会を整備し 対するアンケート調査、卒後臨 についてのアンケート調査を、医学科５年次生と本学の臨床系
て計画的に評価を行い、改善策 床研修の指導者による評価、学 教員に対しては、臨床実習全体についてのアンケート調査、関
を作成する。 生の就職先の意見等必要な調査 連教育病院等学外における臨床実習についてのアンケート調査

を行ない、本学における教育、 を行った。
入試の大局的な検証を行う。 ・本学の授業評価に関するアンケート結果から、評価の高い授業

、 。や教員 評価の悪い授業や教員の情報を把握することができた
また、関連教育病院における実習に関しては、診療科毎の実習
内容の評価に大きな開きがあることが判明した。
・関連教育病院がまとめた「臨床実習指導医から見た学生に対す
る評価」に基づき、学外実習診療科目の選別等に関し、関連教

浜松医科大学
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育病院医師と協議を行った。

、 、【７】 【７－１】 ・大学院博士課程の大々的な制度改正 カリキュラム改正を行い
医学・医療又は看護に関する高 学生にその研究遂行を通じ、関 その中でコースワークの実質化を図るとともに、発表者が紹介
度の専門的知識、技術､高い研究 連分野の高度の専門的知識と技 論文の著者に代わって発想から結論までの理論と実験根拠を示
能力、論理的思考を有し、新た 術を習得させ、研究者の育成を し、参加者全員がこれに対し批判し、質問するという研究活動
な課題に挑戦できる能力を有す 図る。 の場としての実践的セミナーを行うこととした。また、課程内
る医学研究者及び看護学研究者 での円滑な学位授与とレベルの高い学術雑誌への挑戦を可能に
を育成する。このため、博士課 するため、大学院博士課程を単位取得退学した学生を対象とす
程では、研究を遂行することを る大学院継続研究生制度を導入した。
通じて関連分野の高度の専門的
知識と技術を習得させるととも 【７－２】 ・学内研究発表会を口頭発表形式で７回開催し、15名が発表を行
に、大学院トレーニングコース 学内研究発表会を充実させ、風 い、延べ182名の聴講があった。また、ポスター発表形式で１
の設置等基礎的なトレーニング 通しのよい学内研究環境を構築 回開催し、40名が発表した。
の充実及びCOEと大学院教育の連 する。
携を図る。修士課程ではCNSコー
ス（専門看護師養成課程）を設
置し、臨床との連携を図り、既
存のコースでは研究重視を明確
にする。

【８】 【８－１】 ・大学院博士課程に秋期入学制度を導入し、１名の外国人留学生
国際的な視野を持ち､国際的に活 大学院課程に留学生、交換留学 を入学させた。
躍できる豊かな知性、教養及び 生、特別研究学生、研究生等を ・大学院博士課程の留学生10名（秋期入学生１名及び学術交流協
高度な専門的能力を修得させる｡ 積極的に受け入れ、大学院の活 定校からの５名を含む 、特別研究学生１名、研究生１名を新）
このため、外国人留学生の積極 性化及び国際化を図る。このた たに受け入れた。
的な受け入れ、外国の大学との め、大学院博士課程に秋期入学
交流協定の締結の推進、学生の 制度を導入する。
海外留学や海外での研究発表の
奨励等を積極的に行う。

【９】 【９－１】 ・大学院博士課程のカリキュラム改正において、研究能力を備え
医学研究者、看護学研究者とし 医の倫理委員会、ヒトゲノム遺 た臨床医養成コースでは 「医療倫理学 （２単位）の履修を必、 」
て必要な生命倫理観を修得させ 伝子解析研究倫理委員会、組換 須とした。
るため、ヘルシンキ宣言に示さ えDNA実験安全委員会等への申請 ・ヒトを対象とする研究は、医の倫理委員会、ヒトゲノム遺伝子
れた倫理規範及び倫理指針にの 方法に工夫を加え、かつ適切に 解析研究倫理委員会等いずれかの倫理委員会に諮ることとし、
っとり、医の倫理委員会、ヒト 審査することにより世界医師会 動物を用いる実験はすべて動物実験倫理委員会の審議対象とし
ゲノム遺伝子解析研究倫理審査 による｢ヘルシンキ宣言｣に示さ た。これらの倫理委員会に出席して研究概要の説明を行い、審
委員会等を通じ研究指導を徹底 れた倫理規範及び｢臨床研究に関 査を受けた後に各倫理指針に沿って研究指導を行った。
するとともに、学位審査におけ する倫理指針｣、｢疫学研究に関 ・大学院修士課程学生の看護研究実施に際しては、倫理審査委員
る医の倫理に関して試験の実施 する倫理指針｣、｢ヒトゲノム遺 会の審査を受けた後に実施した。
を検討する。また、基礎的なト 伝子解析研究に関する倫理指針｣
レーニングコース等を含め、様 等にのっとり研究指導を行う。
々な場面で医の倫理について教
育する。

【１０】 【１０－１】 ・教育の成果、効果等の評価のため、講座別の大学院生の発表論
教育の成果・効果等を個々の大 教育の成果、効果等を個々の大 文とそのインパクトファクター、学位取得状況、進路等につい
学院生の業績、進路を中心に検 学院生の業績、進路を中心に検 て調査を行った。
証し 大学院教育に反映させる 証する。、 。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
【学士課程】
）入学者選抜に関する基本方針1

アドミッション・ポリシーに基づき、入学者選抜方法の工夫・改善を図り、優秀な人材の確保に努中
める。

期
入学者選抜実施体制の整備を図り、公正・公平な試験の実施に努める。

目
、 、本学を志願する者に対し 入学者選抜に係る情報や本学の教育研究の内容等を積極的に情報提供し

進路選択の参考に資するとともに、高等学校との連携を図る。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１１】 【１１－１】 ・入学者選抜方法を大きく変更した平成14年度及びその前後の平
多様な入学者選抜を実施すると 入学者選抜の実施方法及びその 成13年～15年度入学試験概要調査、医学科・看護学科別入試に
ともに、入学後の成績・進路等 内容と入学後の成績・進路との おける各試験項目の配点比の調査、前期・後期試験別合格者・
との関連を検証して、入学者選 関連等の観点から、その有効性 不合格者・欠席者のセンター試験素点の分布調査等を行い、中
抜方法に工夫・改善を重ね、人 等について前年度に引き続き検 間報告を行った。
間性豊かで社会に貢献できる優 証する。
秀な人材の確保に努める。

【１２】 【１２－１】 ・全学的な連携協力体制の下で、公正かつ妥当な入学者選抜（前
入学者選抜の実施にあたり、全 全学的な連携協力体制を維持し 期及び後期一般選抜、特別選抜、編入学試験等）を実施した。、
学的な連携協力体制を維持し、 公正かつ妥当な方法で入学者選
公正・公平な試験の実施に万全 抜を実施する。
を期す。

【１３】 【１３－１】 ・入試用ホームページを更新した。
本学への入学を志願する者の進 入試広報用資料を充実させると ・県内外の進路説明会や進学相談会等に５回出席し、積極的な広
路選択に資するため、広報活動 ともに、積極的な広報活動の展 報活動を行った。
の充実を図る。 開を図る。 ・大学案内を大幅にリニューアルし、県内の全ての高等学校

（147校 、入試関係出版社、予備校等に、あわせて約5,000冊を）
配布した。

【１４】 【１４－１】 ・大学説明会（参加者373名 、授業開放、大学見学、出張授業を）
入学者選抜、進路指導等に係る 大学説明会を充実させ、本学の 実施した。
相互理解を深めるため、授業開 入学者選抜方法及び教育研究の ・新たに東海地区国立８大学の合同入試説明会を実施した。
放、オープンキャンパスなどを 内容等を周知する。また、高校 ・新たに予備校の実施する大学説明会に参加した。
通じ、高等学校との積極的な連 生への授業開放を継続するとと
携を図る。 もに 要望に応じ いわゆる 出、 、 「

張授業」を実施する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
２）教育課程に関する基本方針

教育目標に応じて、時代の要請に即した望ましいカリキュラムを策定する。中
期

臨床実習体制の充実を図る。目
標

看護学科における臨地実習の充実を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１５】 【１５－１】 ・PBLチュートリアル教育アンケート調査等により、学生、教員
平成１５年度（医学科のPBLチュ 学年進行中の医学科カリキュラ の意見を聴取し、PBLチュートリアル教育において、生理学他
ートリアルの導入、看護学科の ムについて、学生、教員、実習 ９科目で構成される「基礎・社会医学」を１つの大ユニットに
新カリキュラム）より導入され 機関等の意見を聴取し、カリキ 編成してPBLチュートリアル教育を実施した。
た新カリキュラムについて、検 ュラム改善策を検討する。
証及び評価のための組織を整備
し、学生、卒業生、教員及び実 【１５－２】 ・看護学科３年次生を対象に、カリキュラムに関するグループイ

、 。習機関等の意見を集約して検証 社会情勢の変化（看護実践能力 ンタビューを行い これを参考にし新カリキュラムを設定した
し、充実を図る。 の卒業時到達目標の設定、看護

学科の専門教育へのPBLの導入、
看護職の裁量権や業務の拡大、
国家試験問題出題規準の変更な
ど）への対応方法を検討し、部
分的に実施する。

【１６】 【１６－１】 ・新入生合宿研修、臨床前体験学習において、マネキンシュミレ
救急医学及び関連診療科の参加 救急対応のプライマリーケア教 ーターを用いた救急対応のプライマリーケア教育を救急医学及
の下に、コアカリキュラムに基 育を、救急医学及び関連診療科 び関連診療科医師の参加のもとに行った。
づきプライマリー・ケア教育の の参加のもとに行う。
充実を図る。

【１７】 【１７－１】 ・５年次への移行にOSCEの評価を加えた。
臨床医学教育を効率的、効果的 カリキュラム改正に伴う６年次 ・６年次の臨床実習の充実を図るため、従来、選択であった臨床
に行うため、1)卒前医学教育に の臨床実習の整備充実を図ると 実習を必修６単位、選択４単位にすることにより、１人当たり
効果的なOSCEを取り入れるとと 共に、PBLチュートリアル導入カ 2.54単位であったものが6.93単位に増加した。
もに、2)卒後臨床研修との有機 リキュラムで育った学生の資質 ・卒前臨床実習の検証､改善のための調査を実施した。
的連携を図り、3)診断方法の組 等を考慮した卒前臨床実習の検
み立て、治療方針の選択などに 証､改善を開始する。
エビデンスに基づく方法論を取
り入れ、4)コアカリキュラムの
導入を検討し、かつクリニカル
・クラークシップ型の臨床教育
の充実を図る。これにより、浜
松医大方式の卒前医学教育カリ
キュラムを構築する。

【１８】 【１８－１】 ・看護学科臨地実習WGにおいて、臨地実習指導書の改定を行い、
看護学科における臨地実習の指 附属病院看護部との看護連絡会 個人情報保護法に対応した倫理的配慮、事故予防・発生時の対
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導方法 実習環境の充実を図る 議を立ち上げ、臨地実習の問題 応、感染予防と対応、非常時への対応等を充実させた。、 。
このため、附属病院、臨地実習 点を検証し、その改善を図ると ・附属病院看護部と看護連絡会議の開催及び実習指導体制につい
先との共同FD組織を設けるなど 共に実習機材を充実する。 て検討を行った。また、妊娠暦計算機を３台購入し、機材の整
連携を強化するとともに、臨地 備を図った。

、実習のガイドラインを充実させ
その周知を徹底する。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
３）教育方法の改善に関する基本方針

学生が主体的かつ意欲的に学習できる学習方法、学習環境を整える。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１９】 【１９－１】 ・医学科１年次前期の「数理科学」において、習熟度判定のため
高等学校での理科の選択科目な 一般教育科目で、習熟度別クラ の試験を実施して２クラスに分け、習熟度に応じた講義を行っ
ど多様な履修歴を持った入学者 ス分けを一部導入した少人数教 た。
に対応して、低学年から少人数 育の実施を図る。 ・医学科１年次前期「自然科学入門」の物理分野では、理科の入
教育を導入し 効果を検証して 試選択科目によるクラス分け（生物選択→基礎コース、物理選、 、
改善を図る。 択→応用コース）を行い （全７回の内３回で）基礎物理学の、

習熟度に応じ、内容を精選して少人数教育を行った。

【２０】 【２０－１】 ・１年次生の「社会思想名著講読 「心理学名著講読 「日本古」、 」、
学生主体型授業、学生参加型授 教養教育にチュートリアル教育 典文学講読」の授業を新設し、少人数を対象に文献読解による
業や課題解決型の学習など様々 につながるような、少人数教育 論理的思考能力の涵養を図った。
な授業形態を低学年から導入し を組み込むことを検討するとと ・２年次前期の人文・社会科学系科目でゼミナール形式の授業に、
基礎的な論理的思考能力及び討 もに、基礎的な論理的思考能力 より、少人数での討論能力の育成を行った。

（ ）論能力（ディベート能力）を育 及び討論能力 ディベート能力
成し、その効果を検証する。 を育成するための教授方法につ

いて検討する。

【２１】 【２１－１】 ・県内９大学等との合同授業に５名が参加し 「総合科目Ａ （２、 」
多様な教養教育、専門教育を提 静岡県内の大学や研究所が参加 単位）を習得した。
供するため、他大学との単位互 する連携授業及び共同授業に参 ・県内４高等教育機関による連携講義に25名が受講した。
換制度の一層の充実を図る。 加し、その状況を検証する。 ・全国大学コンソーシアム研究交流フォーラムに参加し情報収集

を行った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
４）成績評価に関する基本方針

厳正な成績評価を実施する｡中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【２２】 【２２－１】 ・共用試験（CBT、OSCE）の成績を、医学科第4学年「臨床医学入
問題解決能力、課題探求能力、 医学科第4学年の修了認定におい 門」の合否判定の要件とした。
自己評価能力及び自立的に行動 て、共用試験の結果を加味した
する態度についての評価方法は 新しい認定基準を適用し判定を
チュートリアル教育専門委員会 行う。
等で作成し、専門的知識及び技
術の習得状況の評価方法につい
ては、CBT、
OSCE等の結果を取り入れた成績
評価の指針をWG等で作成し、学
生及び教員に周知することによ
り厳正･公正な評価を行う。

【２３】 【２３－１】 ・看護学科教育検討WGで看護学科学生の成績評価の実態、評価基
看護学科における成績評価方法 看護学科学生の成績評価の方法 準について検討し、試験、事例学習、授業への参加度、積極性、
を看護学教育改革のための専門 評価基準について、学生に対す の項目による評価方法をシラバスに明記することとした。
委員会を設けて作成し、学生及 る説明方法を含め検討する。
び教員に周知することにより厳
正･公正な評価を行う。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
５）卒後教育との有機的連携に関する基本方針

卒前教育の到達度目標の変化に対応して、卒前・卒後の臨床教育の有機的連携を図る。中
期

看護職の実践能力の向上に寄与するため、本学附属病院における卒後教育充実及び近隣施設との連目
携を図る。標
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【２４】 【２４－１】 ・臨床研修センターが、静岡県内の病院、診療所、保健所、介護
平成１６年度から実施する卒後 臨床研修センター、静岡県内の 老人保健施設などと協力して研修システムを作り、研修医43人
研修を静岡県内の病院等と協力 病院、診療所、保健所、介護老 を受け入れた。
することにより充実させるとと 人保健施設などと協力して優れ
もに、この評価を卒前教育の到 た研修システムを作り、より多
達目標の見直しに活用するなど くの研修医を受け入れるよう努、
卒前卒後教育の有機的連携を図 力する。
る。

【２５】 【２５－１】 ・医師の偏在（地域の偏り・診療科の偏り）に対処すべく、本学
卒後研修終了後の専門医養成・ 適正な医師配置のための行政、 と県内病院からなる「静岡県中長期医師教育支援協会」を立ち
教育システムを再構築し実施す 県内病院、大学からなる委員会 上げ、卒後研修終了後の専門家養成教育システムと適正な医師
る。 において、卒後研修終了後の専 配置の検討を開始した。

門家養成教育システムの検討を
行う。

【２６】 【２６－１】 ・附属病院看護師が看護学科の授業を聴講できるように基準を定
看護学科と本学附属病院看護部 看護学科と附属病院看護部の合 め､看護師の卒後教育の充実を図った。
の合同WGを設け、本学附属病院 同勉強会において、卒後教育を
における卒後教育の充実を図る 含めた看護教育についての討議。
また、附属病院と近隣施設と合 を行う。
同委員会を設け､卒業生等を対象
とした研修会を実施するととも
に結果を検証し改善を図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
【大学院課程】
１）入学者選抜に関する基本方針

特色ある教育研究を活性化するため、本学卒業生のみならず、広く門戸を開き、優秀な人材を確保中
する。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【２７】 【２７－１】 ・大学院修士課程では17名の学生が大学院設置基準第14条特例を
学部卒業後直接あるいは数年間 大学院設置基準第14条特例によ 活用して入学した。
の臨床経験の後大学院進学を希 る社会人受入れ状況及び長期履 ・大学院博士課程への長期履修制度及び大学院継続研究生制度の

、 。望する本学卒業生、他大学卒業 修制度の活用状況を検証する。 導入について検討し 平成18年度から実施することを決定した
生、留学生の正規課程への受入
を積極的に推進するとともに、
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長期履修制度や大学院設置基準
第14条の特例の活用により社会
人の受入を図る。

【２８】 【２８－１】 ・本学のホームページに、社会人入学制度についての掲載を行っ
ホームページの充実及びセミナ 社会人入学制度（昼夜開講、長 た。
ーや説明会の開催などにより、 期履修制度）を広く周知するた ・平成16年度に引き続き入試説明会を実施するとともに、本学の
入学者選抜に係る広報活動の充 め、ホームページの更新等広報 ホームページに社会人入学制度についての掲載を行い 19名 平、 （
実を図る。 活動を拡充する。 成16年度は9名）の受験者があった。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
２）教育課程に関する基本方針

教育理念・目的に基づき、高度の専門的知識・技術を修得させ、将来にわたり自立して学問を探究中
する研究者又は、高度専門職業人を育成する教育課程を編成する。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【２９】 【２９－１】 ・40科目の各種セミナーを必修として組み込んだ大学院博士課程
博士課程では、専門分野におけ 大学院博士課程部会で、大学院 の新カリキュラムを策定し、多くの学生の参加を促す教育環境
る研究遂行及び論文作成を主体 教育と連携した各種の勉強会、 の整備を行った。また、学生への周知のため 「大学院要覧」、
とし、かつ、関連分野の専門的 症例検討会、技術講習会等につ を作成した。
知識、技術を修得させるため各 いて調査し、ホームページ等で
種のセミナーや英語論文の書き 広報し学生の参加を促す。
方についての講習会、メディカ
ルホトニクスコースの技術講習
会等をカリキュラムと連携させ
る方策を検討する。

【３０】 【３０－１】 ・大学院修士課程のカリキュラムに、高度看護実践コース（CNS
修士課程に専門看護師認定制度 修士課程の高度看護実践コース コース）を設置し、１名の学生を受け入れ、授業を開始した。
に対応するカリキュラム（CNSコ の履修者の増加を図る。 また、各授業のシラバスとCNSコース実習要項を整備し、クリ
ース）を導入する。 ティカルケア看護分野の専門看護師教育課程認定申請の準備を

整えた。

【３１】 【３１－１】 ・大学院設置基準第14条特例の授業実施状況等を検証し、教員の
大学院設置基準第14条の特例に 博士課程及び修士課程の14条特 負担等についての課題解決の方策を検討した。
対応したカリキュラムの定期的 例対象学生数、授業実施状況、
な検証と改善を図る。 教育効果、教員の負担等につい

て検証結果の取りまとめ及び改
善策の検討を行う。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
３）教育方法の改善に関する基本方針

学生が研究者又は高度専門職業人としての基本的トレーニングを受ける中で高度の研究成果を挙げ中
られるよう、教育方法を充実する。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【３２】 【３２－１】 ・平成17年度版の｢指導内容冊子｣を作成し、これに基づき教育研
修士課程においては研究単位毎 修士課程の各専攻、研究単位ご 究指導を行った。

、の具体的な教育研究目標及び研 とに具体的な教育研究指導目標
究指導目標を明確にした「指導 内容を明記した｢指導内容冊子｣
内容冊子」を作成し､これに基づ を毎年改訂し、これに基づき研
き 研究指導 教育を推進する 究指導、教育を行う。、 、 。

【３３】 【３３－１】 ・大学院生の研究会、講演会などへの出席を促すため、学会参加
学生が学際的研究や他分野の研 学生の研究会、講演会などへの 旅費を大学院学生61名に支援した。
究に接することができる、学内 出席を促すため、旅費の支給等 ・学内研究発表会を口頭発表形式で７回開催し、15名が発表を行
研究紹介の機会を増やし、大学 の支援策を検討する。またメー い、延べ182名の聴講があった。また、ポスター発表形式で１
院生の参加を奨励する。 ル配信や学内放送など周知方法 回開催し、40名が発表した。

の改善を図るとともに 研究会 ・学生への研究会、講演会等の開催案内を電子メールで行った。、 、
カンファレンス等での発表を推
奨する。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標
）教職員の配置に関する基本方針1

教育目標を実現するため､責任ある教育実施体制を確立する。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【３４】 【３４－１】 ・全教員の教育活動等の個人評価を行った。その結果に基づき、
責任ある教育実施体制を確立す 責任ある教育体制の確立を図る 一部の教員に対して、学長並びに教育担当理事から指導を行っ
るため、教員の配置が適正であ ため、教員の教育活動等の評価 た。
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るか、学長を中心とした体制で を試行する。
検証する。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標
２）教育環境の整備に関する基本方針

教育に必要な施設、設備などの教育環境を充実させる｡中
期

教育研究に必要な図書、雑誌、資料等の充実並びに情報関連機能の整備を図る｡目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【３５】 【３５－１】 ・講義室にビデオプロジェクター６台、解剖実習室にホルムアル
講義実習棟の改修、情報教育に 講義室のビデオプロジェクター デヒド分解機能付解剖台２台、学生ロビーに学生が自由に使用、
必要な設備の充実等、教育環境 放送機器等の整備及び情報教育 できるパソコン８台、プリンター１台を整備した。
の整備充実を推進する。 機器の充実を図る。

【３６】 【３６－１】 ・クリニカル・スキルズ･ラーニングセンターの設置計画を立案
学生が自主的に技術を習得でき 学生の診療技術の自主的学習の し、教材を順次整備することとした。
るよう、視聴覚教材の充実を図 ため、生体シミュレータ等を備
るとともに、クリニカル･スキル えたクリニカル・スキルズ･ラー
ズ・ラーニングセンターの設置 ニングセンターの設置を計画す
を検討する。 る。

【３７】 【３７－１】 ・電子資料の導入促進として、ネイチャー及びネイチャーレビュ
紙媒体の図書の整備と平行して 電子資料の導入促進及び利用促 ー他の17誌、JCR（Journal Citation Report）のサイトライセ、
情報の国際化・電子化への対応 進を行うための機器設備の整備 ンス契約を新規に結び提供した。また、エルゼビア社、シュプ
として電子図書館的機能の充実 計画を策定する。 リンガー社との契約については冊子体を中止して電子ジャーナ
強化を図るため、資料の電子化 ルのみとした。電子ジャーナルのアクセス数は５万件に上って
を推進し、電子資料を利用する いる。
ための設備の充実を計画的に推 ・電子資料の利用促進を行うために、学内８ヶ所に無線LAN接続
進する。 装置を設置した。また学生用ラウンジにパソコン８台、研修医

ラウンジにパソコン３台を設置した。図書館に電子ジャーナル
（ ） 。などを印刷するためのプリンター カラー複合機 を設置した

これらの設備は順調に稼動し、多数の学生に利用されている。

【３８】 【３８－１】 ・現在、浜松医科大学の情報システムは病院、管理棟、研究棟、
附属図書館及び情報処理センタ 学内情報関連組織及び施設の統 図書館に分散している。そのため、①各部署の担当責任者を明
ーの有機的連携を図り、学内情 合についての検討をする。 確にし、責務を明らかにした。②個人情報以外のものなどにつ
報システムの在り方について検 いては、学内ネットワークを利用し、最大限情報を共有できる
証する。 よう改善した。

・学内情報関連システムの１箇所への統合については多額の費用
を必要とするため、現在の厳しい状況下ではなかなか実現は困
難である。しかし、散在している情報システムが統合した状態
と同様な機能性を持たせる様、検討を開始した。
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【３９】 【３９－１】 ・他機関との相互協力体制推進のため静岡県医療機関図書室連絡
図書館利用者へのサービス向上 他機関との相互協力体制を推進 会において定例会（１回）や講習会（２回 、勉強会（４回））

「 」 （ ）を図るとともに、他機関との相 するため、静岡県医療機関図書 を開催するとともに機関誌 ぶっくとらっく を発行 年２回
互協力、市民への公開サービス 室連絡会の拡大を図る。また、 した。上記の活動が評価され、さらに３機関の加盟が実現し全
を促進する。 市民へのサービス拡大を検討す 体で37機関となった。

る。 ・市民へのサービス拡大を図ることを目的として、本学は医学図
書館であるので、資料の主たる利用者である医療従事者へのサ
ービスを調査することとした。県内医療機関へのアンケート
（56機関に280部配布し231部回収）を行った。これにより本学
図書館への要望を調査した。特別利用（時間外利用 、資料の）
貸出などの要望の多い項目に関しては実現できるように検討を
行った。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標
３）教育の質の改善のためのシステムに関する基本方針

教育に関する評価体制を充実させる。中
期

教員の教育の質の改善を推進する。目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【４０】 【４０－１】 ・評価結果を迅速に授業改善に反映させるために、コンピュータ
教育活動評価のための組織を整 学生による授業評価及びその集 を用いた学生の授業評価を開始した。
備し、学生による授業評価の在 計の自動化を図り、評価結果を
り方の検証及び改善、臨床医学 迅速に授業改善に反映できる体
教育では、コ・メディカルスタ 制を整備する。
ッフや患者による学生評価を実
施する。また、その結果を教育
改善に結びつけることにより、
教育の充実を図る。

【４１】 【４１－１】 ・発表論文とそのインパクトファクター、学位取得状況等につい
大学院課程指導教員の研究指導 大学院課程の研究指導評価の在 て調査を行い、年度毎の推移を検証し、研究指導評価資料とし
評価を実施する。 り方を検証する。 た。

【４２】 【４２－１】 ・教員の教育活動等に関して、学生による授業評価を行った。ま
教育企画室を中心として、教員 教育の質の改善に係る教員の教 た、教育の質の改善を実施するために、評価部門をつくること
の教育活動の評価システムを検 育活動等の評価方法を検討し、 とした。
討する。 実施可能なものについて試行す

る。
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【４３】 【４３－１】 ・教育の質の向上のため、PBLチュートリアル教育を中心として
教育の質の改善（FD）に関する FDにおいて臨地実習指導能力向 FD活動を実施した。
学内組織を再構築し、FDの在り 上を目的に、学外実習施設を含 ・外部講演会への参加（2回／10名 、学内研修会（１回／20名参）
方について再検討を行うととも めた研修を企画し実施する。 加 、学内グループ討議（2回／25名参加）等の看護学科FD活動）
に、現行の「医学教育方法改善 を通じて、臨地実習指導能力向上の為の研修を実施した。
に関するワークショップ」等の
内容をより充実させる。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

学生相談・支援体制を検証し､一層の充実を図る。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【４４】 【４４－１】 ・ 何でも相談窓口」の利用状況（相談件数：65件）と相談内容「
学生委員会で指導教員制度、学 学生委員会において「何でも相 について年2回調査し、学生委員会に報告した。内容の検討に
生相談体制を検証し､一層の充実 談窓口」の利用率と相談内容を おいて保健管理センターとの連携を強める必要性があるとのこ
を図る。 年１回、定期的に検討して、相 とから、保健管理センターでの相談件数等についても、定期的

談窓口の増減、相談時間の設定 に学生委員会へ報告を求めることとした。
など、より良いシステムの構築 ・学生委員会において学生の指導体制について調査・検討し、指
を目指すとともに、指導教員制 導教員の範囲を教授、助教授から講師、助手まで拡大し、新た
度について調査及び検討を開始 に講師5名、助手8名を加えた。
する。

【４５】 【４５－１】 ・学生委員会委員長、学務課厚生補導担当職員が「メンタルヘル
保健管理センターによる健康管 保健管理センター及び学生委員 ス研究協議会」に参加し、研修を行うとともに、学生指導に積
理・メンタルヘルスケア体制を 会において、メンタルヘルスケ 極的なより多くの教員の活用を図るため、指導教員を教授・助
検証し､整備充実を図る。 ア対策の一層の充実を図る。 教授から講師、助手まで拡大した。

【４６】 【４６－１】 ・医学生 看護学生 総合保険への加入率は平成17年度に84％ 平（ ） （
学生の教育研究活動中の事故及 学生に対し「医学生総合保険」 成16年度81％）に改善した。また、Ｂ型肝炎ワクチン接種率は
び災害に対処するため、医学生 又は「看護学生総合保険」への 平成17年度は89％（平成16年度78％ 、臨床（臨地）実習前の）
総合保険への加入促進、災害時 加入、Ｂ型肝炎ワクチン、BCG等 医学科５年次生と看護学科３年次生を対象とするインフルエン
の連絡、安否確認システムの整 の接種を推進するとともに安否 ザワクチン接種率は平成17年度97％（平成16年度94％）に改善
備などの一層の充実を図る。 確認システムの運用を開始する した。。

、 「 」 、【４７】 【４７－１】 ・学生実態調査を集計 検証した 学生実態調査報告書 を基に
学生委員会で、学生生活実態調 学生の生活状況実態調査の結果 入学料、授業料免除制度の有効活用の構築を目指し 「年金・、
査を行い、学生の生活及び課外 を基に、入学料、授業料免除制 専従者給与を雑所得または事業所得とし、控除を行わない 、。」
活動等の就学環境の充実改善の 度の改正を含め、効率的、効果 「同居の兄弟、姉妹、祖父母の所得は、家計の所得として計算
計画を作成し その実施を図る 的な学生支援策を作成する。 しない 「奨学金は所得として計算しない 「 母子・父子、 。 。」、 。」、『

世帯控除』は廃止する 」等の授業料免除基準の改正を行うと。
ともに、申請者全員に対して面談を実施し、学生の経済状態等
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のより正確な把握に努め、免除者を決定した。
・学生の経済支援と経済的自立意識の涵養のため、銀行との提携
による授業料貸付制度を検討し、各銀行との折衝を行った。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標
１）目指すべき研究水準に関する基本方針

先端的・学際的領域の基礎研究・臨床研究を推進し、国際的に高く評価される研究水準を目指す。中
期

地域の特性を活かした産学共同研究を目指す。目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【４８】 【４８－１】 ・COE研究については次のとおり共同研究を推進した。小出-ワシ
21世紀COEプログラムや知的クラ メディカルフォトニクスと光イ ントン大学（アメリカ 、寺川-光州科学技術研究所（韓国 ；） ）
スター創生事業を推進し、光医 メージングを含むオプトロニク ベーラー医科大学（アメリカ 、筒井-スタンフォード大学（ア）
学研究の国際的拠点の形成を図 ス(知的クラスター)の医学応用 メリカ 、梅村-ルーベン大学（ベルギー 、福田-マインツ大学） ）
る。 を目指す共同研究を更に推進す （ドイツ 、椙村-南京大学（中国 、林-トーマスジェファーソ） ）

る。 ン大学（アメリカ 、阪原-スタンフォード大学（アメリカ 、） ）
（ ） （ ）武井-ケンブリッジ大学 イギリス ；精神病研究所 イギリス

；サンパウロ大学（ブラジル）
・知的クラスターについてはパルステック、フジノン、ジーマ、
横河電機、静岡大学工学部、静岡大学情報学部、静岡大学電子
工学研究所と共同研究を推進した。

（ 、・その他；浜松ホトニクス社と４件 血液中の癌細胞－寺川教授
ラマンによる癌診断－今野教授、固視微動－堀田教授、
レーザー血栓溶解－梅村教授）

【４８－２】 ・COEポスドク研究員は５名、産学連携研究員は４名（光量子医
COE研究担当人材を充実する ポ 学研究センター３名、薬理学１名 、COE大学院生RAは13名を雇。（ ）
スドク研究員5名、産学連携推進 用した。
研究員４名、リサーチアシスタ
ント10名）

【４８－３】 ・COE国際シンポジウム（平成17年８月）講師6名、COE国際シン
光医学研究の国際シンポジウム ポジウム（平成18年３月１日）講師7名、COE国際シンポジウム
を２回開催する。 （平成18年３月14日）講師４名。以上３件の国際シンポジウム

を開催した。

【４９】 【４９－１】 ・ 生体機能イメージング方による癌・炎症性疾患を中心とした「
高度先進医療や先端的研究に結 下記のテーマについて、研究を 創薬ターゲットの探索研究 （間賀田教授）と「PETとMALDI質」
びつく基盤を強化するため、講 編成し、推進する。 量分析を併用した分子イメージングによる各種疾患病態解析に
座の枠を越えてプロジェクト研 ａ）光の医学応用 関する研究 （鈴木教授）を組織した。」
究を行うグループに対し、重点 ｂ）遺伝子、分子レベルでの疾 ・ 血管内のイメージング解析研究 （小出教授）を特別教育研究「 」
的な資金配分を行う。 病と疾病リスクの解析 経費により推進した。

「 、 」ｃ）細胞、組織の再生の推進 ・ 遺伝子のコードと蛋白の解析 それらと疾病の状況との相関
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（蓑島教授）について解析を進めた。
・ 緑色蛍光蛋白を発現した幹細胞の中枢神経系への移植 （難波「 」
教授、筒井教授）について研究を進めた。
・先端研究所との共同研究を進めた （椙村教授)。

【５０】 【５０－１】 ・p53やkip21、GPRXなどのタンパクの役割を調べ、これらが発癌
創薬並びに診断方法、治療方法 遺伝子解析情報を用いた創薬並 に関与することを見出し、これらを標的とする創薬について研
などの探索的臨床医学開発研究 びに診断方法、治療方法の研究 究を進めた （北川教授）。
に取り組む。 開発（３件）に取り組む。 ・糞便中のCOX2のmRNAを解析することにより大腸癌の診断方法を

確立する研究を進めた （金岡助手、菱田教授）。
・ガンシクロビルによる遺伝子切換とグリオーマ細胞のバイスタ
ンダー効果により脳腫瘍を治療する方法について研究を進め
た （難波教授）。

【５０－２】 ・脳内ニコチン受容体の分布に関する研究に着手し、動物用マイ
PETを用いた共同研究の課題を広 クロPETの機種について性能を調査し選定書を作り、最終的に
げ、PET導入のための調査を進め 導入を決定した （間賀田教授）。
る。

【５０－３】 ・若手研究者への研究費支援に基づき光治療用の色素開発を継続
癌の光治療に使用する目的の新 した。
しい色素の開発研究を進める一 ・羊水中の色素（コプロポルフィリン）の光治療薬としての効果
方で、遺伝子可視化試薬の実用 を検定し、効果を高めるための新しい手法を発明した。
化を進める。 ・FOX遺伝子の機能を解析し、その蛋白の蛍光可視化の準備を進

めた。
・遺伝子解析を用いた診断方法の研究を進めた （椙村教授)。

【５１】 【５１－１】 ・学内研究発表会を次のとおり開催した （平成17年４月）２名。
基礎的研究を重視し、これに対 基礎研究者が学内で研究発表す 発表 （平成17年５月）２名発表 （平成17年６月）２名発表、、 、
する資金配分を行う。 る場を設ける （２回） （平成17年７月）２名発表 （平成17年９月）２名発表 （平成。 、 、

17年11月）２名発表 （平成18年１月）３名発表 （平成18年３、 、
月）40名発表

【５１－２】 ・プロジェクト研究のための基礎となる研究について発表をさ
、 、 。発表に対して競争的に研究補助 せ 新しい研究の企画説明の場を設け 資金配分の選考をした

資金を配分する （２回） ・若手支援の資金配分に際して、研究提案の発表をさせて、評価。
をして選考した。
・平成18年度に発表があった研究者のうちから優秀な研究を選考
し，研究費を配分した。

【５１－３】 ・細胞イメージング部門へ看護学科棟器材室を１年間貸与した。
重点的に選択した基礎研究グル ・ゲノムバイオフォトニクス部門へ教育棟の機器検査室を１年間
ープ（３グループ）に研究スペ 貸与した。
ースの長期貸与を行う。 ・総合人間科学講座(生物学)へ教育棟の機器準備室を１年間貸与

した。

【５２】 【５２－１】 ・ホームページに具体的な募集を掲載した。
国際学術活動及び国際共同研究 国際共同研究を広く募るための ・海外研究者をシンポジウム等に招聘し、共同研究のための意見
を積極的に行う。 広報活動を行い、国際共同研究 交換をした。

を実施する。 ・Luhmann教授 ドイツ:マインツ大学 と神経細胞死について 福（ ） （
田教授 、Watanabe教授（アメリカ:アリゾナ大学）と質量分析）
イメージングについて（鈴木教授）など、多数の共同研究を行
った。

【５２－２】 ・国際学会参加者を含む学内発表会を7回開催した。
国際学会参加者の学内発表会を （２～３名/１回）
開く。
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【５２－３】 ・寺川進：Bioimages編集委員長を務めた。
国際学会や国際学術誌編集の委 ・筒井祥博:Teratology編集委員長を務めた。
員を務める。 ・武井教使：British Journal of Psychiatry,Schizophrenia

Research,Acta Psychiatrica Scandinavica,International Re
view of Psychiatry編集委員を務めた。
・椙村春彦：Carcinogenesis,Journal of Cancer Research and
Clinical Onlcolgy:編集委員を務めた。

【５３】 【５３－１】 ・本学の教員と共通の課題を持ち、研究機関、学校、病院に在職
企業や他大学の共同研究員受入 共同研究員の身分規程や入構規 する研究者又は本学と包括契約を締結した民間機関等に在職す
れに便宜を図る。 程の整備を行い、新たに一部に る研究者を受け入るため、研究員等規程を改正し、新たに訪問

研究員申請資格を与え、研究員 共同研究員の資格を設けた。
を積極的に受け入れるための広
報活動を行う。

） 。（ ）【５４】 【５４－１】 ・浜松ホトニクス(株 の研究者によるセミナーを開催した 3回
企業研究者による大学院講義や 企業研究者にCOE講演会や大学院 ・質量分析法によるイメージングを実施した （１回）。
共同研究成果の発表の企画を組 講義を(10回)開催し、本学教員 ・オリンパス、ニコン、アンドール、浜松ホトニクス、横河電機
む。 と企業研究者とのセミナー方式 による講習会講義(延べ５回）を実施し、うちグループ交流は

のグループ交流を(５回)推進す ３回実施した。
る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標
２）成果の社会への還元に関する基本方針

研究成果を広く社会に発信するとともに、産業界や臨床医学への応用を推進する。中
期

光医学・光医工学の研究開発を担う人材を育成する。目
標

健康福祉を推進し、医療行政への協力活動をする。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【５５】 【５５－１】 ・研究活動一覧（16年度分）を作成した。
教員の研究成果をデータベース 教員の研究業績等に関する情報 ・教職員の個人評価を実施して研究業績等の情報を収集した。
化し、大学の研究活動一覧とし の収集を進める。 （16年度分：全教員、教務職員、全技術職員）
てホームページに公表する。

【５５－２】 ・平成16年度研究活動一覧の作成にあたり、内容の精度を高める
、 。 、大学の研究活動一覧の内容を充 ため作成要領を改善し データを収集した データは印刷の他

実させ ホームページに公表し ホームページで公表した。、 、
講座等の紹介欄を増やす。

【５６】 【５６－１】 ・知財活用推進本部の活動として、科学技術振興機構（JST）相
知的財産の取扱を整備し、静岡 外部専門家の参加により知財活 談員による知財相談（特許相談）を10回実施した。
TLO及び科学技術振興財団等を通 用推進本部を補強し、研究成果 また、静岡TLOによるライセンシング活動を17回実施した。
じて、研究成果の民間への技術 の民間への技術移転を推進する ・特許庁の「大学における知的財産管理体制構築支援事業」であ。
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移転を推進する。 る知的財産統括アドバイザー派遣制度への申請を知財活用推進
本部会議で検討した結果、申請は見送り、現行体制で他の学外
専門家の利用を検討しつつ、技術移転を推進することとした。

【５６－２】 ・産学官連携推進会議にて展示した （京都国際会議場）。
。（ ）産学連携の交流会に参加し、新 ・2005産学官技術交流フェアにて展示した 東京ビッグサイト

開発の装置等の広報を行う。 ・オプトロニクス浜松フォーラムにて展示発表した （中間期１。
回、期末１回 （浜松グランドホテル、浜松オークラホテル））
・産学連携ビジネスショーにて展示した （名古屋吹上ホール）。

【５６－３】 ・PCT海外特許出願に当たって、科学技術振興機構（JST）の特許
ホームページを設けたり、TLO及 出願支援制度に申請し、６件の支援を受けた。
びJSTのデータベースに登録し、 ・技術移転を促進するため、JSTによる新技術説明会ににおいて
技術移転のための広報活動をす 研究成果の実用化を展望した技術説明を行い、広く実施希望企
る。また、金融機関との提携を 業を募った （１回）。
図り、企業とのマッチングを目 ・金融機関との提携に基づき企業からの技術相談10件を受け、企
指す活動を実施する。 業と連携し、共同研究等の活性化を図った。

【５７】 【５７－１】 ・COEによる若手の優秀者に研究補助金を配分した （２名）。
光医学を主題とする２１世紀COE 光医学・光医工学の研究開発を ・COEによるRAを採用した （13名）。

。拠点施設及び地域知的クラスタ 担う人材の育成を重点的に行う
ーの一翼として、メディカルホ
トニクスコース技術講習会、イ 【５７－２】 ・技術講習会を実施した （運営会議での検討実施）参加者60名。
メージング技術実習等を通じ、 メディカルホトニクスコースの ・技術実習ワークショップを開催した。
光医学・光医工学研究者の養成 運営会議の検討結果を踏まえて 参加者30名（うち中国人４名、韓国人２名）、 、
社会人教育を行う。 技術講習会（大学、研究所、企

業等の研究・開発・技術の関係
者対象）及びイメージング技術
実習（同研究実務者対象）を効
果的に実施する。

【５８】 【５８－１】 ・テレパソロジーシステムの問題点について検討をした。
本学が開発した遠隔地医療シス テレパソロジーシステムの問題 （病理学講座）
テム（テレパソロジーなど）を 点を調べ、関連医療機関と意見 ・磐田市立総合病院、ブラジル（サンパウロ大学 、中国（南京）
用いた過疎地医療への支援、本 交換する。 大学）との意見交換を実施した。
学が展開してきた難病治療支援
のネットワークを更に充実発展 【５８－２】 ・試行のための体制づくりを進めた。倫理委員会における審議を
させる。 遠隔診断システムの健常者及び 通して実施時の問題点を検討し、文書化した。

患者による試行を進める。

【５８－３】 ・一般市民を対象とした前立腺癌、血栓症等に関する講演会を開
癌や難病に関する市民講座や相 催した （泌尿器科学２回、生理学第二３回）。
談会を（５回）開催する。 ・小児の難治性疾患患者の会において相談会を開催した （小児。

科学２回）
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標
１）研究者等の配置に関する基本方針

最先端の研究や社会的要請の高い研究に即応できるよう適切な研究者の配置を目指す。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【５９】 【５９－１】 ・東京医科歯科大（COE計画 、藤田保健衛生大（COE計画 、新潟） ）
副学長を室長とする研究推進企 光・ゲノム・癌について、他大 大医学部（高橋均氏、渋木克栄氏の講演招聘 、岡山大学医学）
画室を設置し、大学が重点的に 学の動向を考慮して独自の方向 部（市川智継氏の講演招聘）の活動を考慮し、特別教育研究経
取り組む領域や研究分野の発展 性を提示する。 費（概算要求）による研究課題にまとめ、子供のこころセンタ
と動向を調査し、弾力的な人員 ー、血管内イメージング、PET創薬の計画を立案し推進した。
配置と人材の有効活用などの企
画・立案を行う。 【５９－２】 ・研究者のヒアリング（２名）を実施し、研究推進に関わる課題

研究者の配置に関する希望とマ や、問題の解決策などについて意見を聴取し、その実現の方向
ッチングについて調査し、実現 を探るための検討を行った。
の方向を探る。

【５９－３】 ・研究者の問題提起に基づく人員配置を検討した。
人員配置の異動の実施に向けた ・学内異動；助教授から教授１名、助手から技術職員１名の異動
検討をする。 を行った。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標
２）研究環境の整備に関する基本方針

研究を支える組織と環境を整備する。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【６０】 【６０－１】 ・実験実習機器センターにおいて，各実験室の使用状況を調査し
研究の支援体制を整備するため 学内共用研究施設の使用状況を た。
に、学内の共同施設等の整備拡 調査し、実態に合わせた改善策 ・実験実習機器センター運営委員会において、機器センター内の
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充を図る。 を検討する。 部屋の整理と配置換えを検討し、空き室を作り、これをレンタ
ル方式（研究費支払い）により貸し出す方式を制定した。

【６０－２】 ・実験実習機器センターにおいて，旧型となる機器の洗い出しを
学内共同施設の研究機器等の導 し、新型機種への更新希望調査を行い、導入・更新計画を作成
入・更新計画を作成する。 した。

【６１】 【６１－１】 ・アンケート調査を行い、研究者のニーズの把握をした。
技術職員が意欲的に仕事に取り 研究者のニーズを調べて、それ ・研究者を対象としたインタビュー会において研究者個別のニー
組み、教育・研究・診療を効果 に対応した学内共同施設の技術 ズを調べた。
的に支えるために、活動内容を 支援情報をWebサイトやパンフレ ・共同施設の情報をホームページに掲載した。
整備し、技術の向上を図る。 ットに掲示する。また、支援技 ・動物実験施設からは技術支援を紹介するニュース誌を発行し、

術職員の研修の取組を進める。 CDでも学内に配布した。
・技術職員の研修のために延べ33名を技術専門職員研修等へ派遣
した。

【６２】 【６２－１】 ・COEプログラムの遂行の中で、若手の研修派遣10件（うち海外
若手研究者の支援体制を整備す 若手研究者の国際学会における ８件 、若手の参加する外国との共同研究４件を実施した。）
る。 発表、外国との共同研究、研修 ・COEプログラムにおいて、若手研究者が自発的に自由な発想で

への参加及び研究プロジェクト 行う研究に対する支援経費取扱要領を整備後、学内公募した上
などを資金面で支援するシステ で、優秀者２名に研究経費を配分した。
ムを構築する。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標
３）研究資金の獲得及び配分に関する基本方針

外部資金を積極的に導入する。中
期

競争的環境のもとで、適切な研究資金の配分を行う。目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【６３】 【６３－１】 ・科学研究費補助金の獲得を目指すための全学に対する説明会を
、 。研究推進企画室において、競争 競争的資金獲得のため、職員、 開催し 採択されるような申請書を作るための要点を説明した

的資金獲得のための方策、外部 大学院生等の有資格者は、科学 ・応募資格者をポスドク、産学連携研究員、大学院生RAにまで広
資金獲得のための受託事業等の 研究費補助金等へ積極的に応募 げ、全員応募することを推奨した。
受け入れの拡大、学外との共同 する。 （COEポスドク２名による科学研究費の獲得に繋がった）
プロジェクト研究を企画・立案
する。 【６３－２】 ・浜松商工会議所との医工連携研究会により浜松地域企業と連携

企業や他研究機関等との共同プ し、看護学系（看護部及び看護学科）提案によるシーズ・ニー
ロジェクト研究を立ち上げるた ズの提示とその後の製品事業化プロジェクト構築に向けた話し
めの誘致活動を行い、成立した 合いを５回行った。

。事例はホームページで公開する

【６３－３】 ・受託事業規程を整備し、制度や手続等をホームページに掲載し
受託事業に関する学内規程を整 た。
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備し、制度や手続等をホームペ ・知的クラスター創成事業に係るホームページへの記載は、浜松
ージに掲載する。また、受託事 テクノポリス推進機構において、浜松オプトロニクスクラスタ
業に配慮した上で、受託事業の ーとして掲載した。
相手方等についても公開し、そ

、 、の他 企業等の行う活動に協賛
共催などの形で協力したものに
ついても掲載する。

【６４】 【６４－１】 ・プロジェクト研究を募集、大きく分けて２件に研究費（10,000
プロジェクト研究への重点的資 講座の枠を越えたプロジェクト 千円ずつ）を配分した。
金配分を推進する。 研究を募集し、これに研究費を 課題１：PETによる創薬の展開（間賀田教授 、）

。 （ ）配分する （３件） 課題２：質量分析による生体イメージング法の開発 鈴木修教授
・２件の中には５講座と４講座が集まりプロジェクトとして組織
化した。

【６５】 【６５－１】 ・総合人間科学講座への研究費支援を競争的にプロジェクト募集
萌芽的研究にも資金配分し、プ プロジェクト研究やプロジェク 方式で行った （採択課題： 脊椎動物と無脊椎動物の視細胞を。 「
ロジェクト研究へ発展させるこ ト研究への発展を目指す萌芽的 用いた細胞内情報伝達複合体の研究」針山教授 「ガン細胞へ、
とを目指す。 研究を学内公募し、選択的に研 の集積化を指向した新規光増感剤の合成研究 松島助教授 生」 、「

究費を配分する （５件） 命倫理における「責任意識」と「社会規範」の感情論的基礎づ。
け」森下教授）
・看護学科講座への研究費支援を競争的にプロジェクト募集方式
で行った （採択課題： 看護師を対象にしたメンタルヘルスを。 「
向上させるための研修プログラムの開発と評価」永井講師）
・学内発表会に参加し発表した若手のなかから優秀な萌芽的研究
を提示した３名に研究費を配分した。
（500千円、1,000千円、1,300千円）

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標
４）研究活動の評価体制に関する基本方針

評価を研究の発展と質の向上につなげることを目指す。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【６６】 【６６－１】 ・教員評価のための項目を決定し、実施した。
研究推進企画室を中心に研究活 教員の研究活動の評価項目を検 ・教員の任期終了に際して任期更新をするための評価項目を規程
動の評価を定期的に実施し、教 討し、情報収集及び質の高い研 として整備した。
員の研究の水準・成果を検証す 究者を支援するための制度を試 ・COEプログラムの実施に際して、優秀研究者に対する予算配分
る。それに基づき、質の高い研 行する。 を配慮した。

。 （ 、究者を支援する制度を導入する ・若手研究者に対する奨励研究費を授与した 企画室予算で６名
COE予算で２名）
・公開講座、地域中等教育協力、知財活用推進などの社会貢献を
する研究者に報奨研究費を配分した。
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（100～1,000千円；計18件）

【６７】 【６７－１】 ・研究者のヒアリング（２回；２名）を実施し、講座の研究推進
講座やプロジェクトグループの ヒアリングを試験的に実施し、 に関わる課題などから評価の問題の検討を行った。
単位で、また、若手研究者個人 それによる評価の問題点を検討
の単位で、随時企画室等でヒア する。
リングを行う。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標
１）地域社会との連携・協力に関する基本方針

地域の医療機関や民間企業等との連携・交流を積極的に推進するとともに、教育研究の成果を活か中
し、地域医療の向上や地域住民の生涯教育の推進に資する。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【６８】 【６８－１】 ・商工会議所企画の医工連携会議に参加した。
県や市町村との連携を深め、地 商工会議所やファルマバレー構 ・医工連携会において、浜松地域の製造企業50社に対し看護ニー
域の医療施策の立案等に積極的 想との連携活動を実施する。 ズのプレゼンテーションを実施した。
に参画する。 （看護部長、看護科講師；２回；20件）

【６８－２】 ・静岡健康・長寿フォーラム推進会議の委員となって国際学術会
地方公共団体の関係委員会等へ 議と県民フォーラムの運営企画に携わった （学長）。
参画して、医療施策の企画立案 ・三遠南信バイタリゼーション委員会（浜松市）委員となり、所
に携わり、地域の医療の向上や 轄省庁との連携を図り、補助金に対する対応を企画立案した。
地域住民の生涯教育の推進に寄 （社会貢献担当副学長）
与する。 ・浜松ライフサイエンス研究会理事となり、医療・健康に関する

社会人向け講演会を企画主催した。
（学長・社会貢献担当副学長）

【６９】 【６９－１】 ・地域社会を対象に研修会や講習会を実施するものを募集し、研
地域医療関係者の資質向上に資 地域の病院や保健所等医療機関 究推進企画室での選考により７件に報奨研究費を配分し、資金
するため、最新の研究成果等の の関係者を対象に、研修会や講 の提供を行った。
情報を提供する。 習会を実施する。 ・静岡県の受託事業として、マンモグラフィ講習会を開催し、県

内の医師49名及び技師50名が参加した。

【６９－２】 ・榛原、藤枝医師会での講演、浜松医師会主催公開講座講師等、
県や市の医師会が主催する研修 多数を行った。

。会等へ講師を積極的に派遣する

【７０】 【７０－１】 ・市民公開講座を開催した （医学部教授ら８名、学長、理事参。
地域住民の健康、福祉の増進に 地元新聞社との共催による公開 加 （全７回；総受講生1,050人））
資するため、民間企業とも連携 講座及び本学主催の公開講座を ・袋井市との連携で一般市民に対する公開講座講師を務めた。
し、公開講座や各種の学習機会 改良して継続する。また、必要 （浦野教授）
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を積極的に提供する。 に応じて民間企業や医療機関と
も連携する。

【７１】 【７１－１】 ・中学生対象にカエルの卵の発生を観察するワークショプを開催
地域の中高生等の科学に対する 地域の中高校生対象の「ふれあ した （生化学第二講座佐藤助手；参加者計24名、３日間）。
興味・関心を高めるため、学校 いサイエンスプログラム」を継 ・曳馬中学校生徒の体験学習を受け入れた。
教育との連携を一層推進する。 続実施する （２回） （光量子医学研究センター寺川・箕島教授ほか：５名、２日間）。

・浜名中学校生徒の体験学習を受け入れた。
（保健管理センター永田講師：２名、１日間）

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標
２）教育研究における国際交流・協力に関する基本方針

外国の大学、研究機関等との連携・交流を推進する。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

、 。【７２】 【７２－１】 ・全員を学内の宿舎に入居させるため 職員宿舎の活用を図った
外国人研究者、留学生の積極的 外国人研究者、留学生のための

。な受け入れを図るため、受け入 宿舎の整備を計画的に実施する
れ体制を整備する。

【７２－２】 ・理事等が各所に訪問し協力を依頼したことにより、国際交流基
、 （ ）国際交流基金奨学金等を継続す 金奨学金等の増額が図られたため 支給額の増額 月額20千円

るとともに、基金の増加策を検 を行った。また、今後も引き続き、基金の増加策を検討するこ
討する。 ととした。

【７３】 【７３－１】 ・英文ホームページによる大学紹介の整備を図った。
大学、大学院の研究活動、学生 英文ホームページによる大学紹
の生活環境、学費、生活費等に 介の充実を図る。
ついての情報をホームページな

、 。どを利用して 適切に提供する

【７４】 【７４－１】 ・特別研究学生１名（ポーランド 、特別聴講学生８名（博士課）
国際交流協定校を増やし、教育 特別研究学生、特別聴講学生及 程１名．短期聴講の学部学生８名）及び客員研究員19名を受け
・研究面における交流活動の一 び客員研究員の受入れ、派遣を 入れた。
層の充実を図る。 推進する。
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浜松医科大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標
１）患者中心の医療の実践

患者の人権を尊重し、患者第一主義の診療を実践する。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【７５】 【７５－１】 ・平成17年５月に外来化学療法センターを開設し、６月に化学療
患者中心の安全かつ良質な医療 化学療法部並びに外来化学療法 法部を設置した。また、12月に化学療法部教授を選任し、部長

、 、 。 。を提供する体制を構築するため センターを新設し、化学療法に は内科系 副部長は外科系とした 運営委員会を毎月開催した
診療科、中央診療部門、看護部 ついての教育・運営を充実させ 平成17年度利用者延べ人数は1,687例であった。本院は３月臨
門及び事務組織の再編成を行い る。 床腫瘍学会認定施設となった。、
診療機能・診療支援機能を点検

、 、 、 、し充実させ、病院企画室におい 【７５－２】 ・ボランティア 患者意見箱 監事 職員からの意見を取り入れ
て繰り返し評価する。 患者等の意見を聴き、アメニテ 病室の入り口の段差解消、整形外科病棟の便所を全面改修、外

イに配慮した施設整備・改善を 来並びに全病棟に洋式便所を設置・改修、光学医療診療部に便
行う。 所２室増設、CT室用待合室増設等を行い、アメニティの改善を

図った。外来患者の待合時間の短縮のため外来予約システムを
見直した。

【７５－３】 ・調剤ミス防止のため研修生の処方した処方箋の３重チェックを
薬剤管理システムを改善し、一 行うこととした。これにより薬剤に関するインシデントは平成
層安全確保・効率化を図る。 16年度病院全体で55.3%から平成17年度は4.1%に減少した。薬

剤部におけるアクシデントは平成16年度２件であったが、平成
17年度は０件であった。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標
２）地域社会医療への貢献

地域医療の中核となる役割を果たす。中
期
目
標
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浜松医科大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【７６】 【７６－１】 ・地域連携室に常勤職１名、非常勤３名を雇用し、事前予約を電
地域医療機関との診療連携や診 病診連携を拡大し、診療報酬上 話を受けて１分以内に予約する体制を整えた。平成17年１月に
療情報の提供により、地域にお 紹介率50％以上を確保する。 月30～40件の予約が平成18年２月には400件を超えた。紹介率
ける医療の質の向上に貢献する は平成16年平均48%であったが、平成17年５月から50%を超え、。

平成17年度の紹介率月平均は52.5%だった。外来患者数は月平
均1,132.9人/日(1,150～1,600人)となった。

【７６－２】 ・大学内で開かれた研修会総数は46回(出席者2,138人)、各講座
講演会、研修会等を地域医療機 主催又は共催の講演会は134回であり、出席者総数は10,718人
関にも周知し 参加を促進する であった。全職員を対象とした講演会は７回行われ、｢医療事、 。

故への対応(119名出席)｣ 保険請求について 47名出席) ｢航、「 （ 」、
空会社のリスクマネジメント・ヒューマンファクター(193名出
席) 、｢保険診療への取り組み(176名出席 「医療従事者のリ」 ）」、
スクマネジメント(211名出席) 「DPCによる包括評価の概要と」、
そのポイント(67名出席) 「いかにして生血輸血をなくすか」、
(150名出席)」が行われた。医療事故対応及びリスクマネジメ
ントへの関心が高く、多数の出席があった。

【７６－３】 ・平成17年３月に浜松市、旧浜北市等西部地区7医師会の理事会
開放型診療をスタートさせ、地 において開放型病院共同診療の契約を交わし、開放型病院とし
域の医師と共同で診療にあたる た。平成17年４月に２回、平成18年３月に１回の計３回開放型。

病院運営管理会議を開き、問題点を検討し、地域連携のあり方
を議論した。その結果地域連携室の業務はさらに整理され、初
診患者数は平成16年度19,712人に比し平成17年度は21,310人に
増加した。浜松市医師会員と健診によるX線フィルム読影をと
もに行い、教育の面で貢献している。医師会と本学との間でコ
ミュニケーションが良好になった。

【７７】 【７７－１】 ・日本医学教育学会、刈谷総合病院、三重大学内科から医学教育
臨床研修協力病院との連携を深 引き続き指導医講習会を企画・ の専門家を招聘し、平成17年９月に研修協力病院の指導医32名
めた研修システムを通じ、地域 実施し、研修医の研修充実を図 及び本院の指導医12名に対して指導医講習会を実施した。
医療に貢献する。 り、地域医療に貢献する。

【７８】 【７８－１】 ・中越地震の救護支援に参加した医師、看護師、事務職員を中心
災害時医療救護体制の充実を図 中越地震の医療体制を分析し、 に今後の対応策を協議した。
り、東海地震に対する静岡県医 緊急時のシミュレーションを行 ・平成17年６月に約100名の参加のもと、緊急被爆医療救護活動
療救護計画を支援する。 い、災害対策マニュアルに必要 訓練をシミュレーション実施した。救急隊と浜松医大の救急部

なことを盛り込む。 でトリアージ・除染等の業務・連携・評価方法・長期的医学的
フォローアップ・周辺住民への対応等について確認し、日本で
始めてのシミュレーションとなった。また、放射線協会の衣笠
氏の講演を同時開催した。
・平成17年11月に浜松市医療救護訓練を浜松市医師会、歯科医師
会、薬剤師会、自治会、市役所職員、看護学生等60名の参加を
得て実施した。
・防災マニュアルを改訂し、災害時に派遣する救護班の班編成等
を盛り込んだ。
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浜松医科大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標
３）医療人の育成

優れた医療人を育成する。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【７９】 【７９－１】 ・カンファレンス等は、ポスター掲示、集会室の開催予定表によ
医療・医学の発展に貢献するこ 各診療科で実施するカンファレ り周知し、参加を呼びかけた。各診療科によるカンファレンス
とのできる優れた医師の育成を ンス、研修会及び講演会等を広 は、原則的にオープンで、開催総数は94回、研修会総数は46回
図る。 報し、誰でも参加できるように (出席者総数2,138人)であった。他科への患者紹介はカンファ

する。 レンスにおいて複数科で合同討議することを原則としている。

【８０】 【８０－１】 ・平成17年10月に第１回臨床研修意見交換会を開いた。①研修医
卒後臨床研修において研修医と 双方向性の評価システムを見直 と指導医、当直医との関係、②適切な勤務時間、③コメディカ
指導体制側における双方向性評 し より良いシステムを目指す ルの対応、④ローテ時の引継ぎについて討議した。平成18年２、 。
価システムの充実を図る。 月に第２回意見交換会を開き、地域保健医療のあり方について

。 、討議した 研修医の病棟の業務内容等についての要望を聴取し
改善した。

【８１】 【８１－１】 ・職員(事務職員、看護師、栄養士）を近隣７病院に出張させ、
高度医療に貢献するためにコ・ 近隣の病院とのスタッフの交流 交流研修を行った。交流研修で得た知見をもとに、各部署の問
メディカル等職種毎の教育・研 研修を計画・実施し、スタッフ 題点を改善した。
修制度を充実させ、医療専門職 の質の向上に努める。 ・他病院から18件(146名)の研修を受け入れた。
員の育成を図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標
４）高度な医療の提供

より良い医療技術の開発を推進する。中
期
目
標
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浜松医科大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【８２】 【８２－１】 ・高度先進医療として認可されている｢固形腫瘍のDNA診断｣につ
高度先進医療の推進及び質の高 医師への高度先進医療に関する いては４件 「腹腔鏡下前立腺摘除術」は16件行われた。現在、
い医療の確立を図る。 情報を提供し、申請・承認件数 先進医療を１件、高度先進医療を2件申請中である。

の増加に努める。

【８３】 【８３－１】 ・現在カウンセラー２名が支援活動を続けている。平成16年度の
稀少難病への対応のための診療 稀少難病患者のためのカウンセ カウンセリング数は166名、うち稀少難病は大人18名、小児6名

、 、 、体制を構築する。 ラーを養成し、在宅医療、社会 であったが 平成17年度はは198名 うち稀少難病は大人26名
復帰などを支援する。 小児8名で、カウンセリングの回数は増加した。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標
５）健全な病院運営の確立

病院運営の効率化と財務内容の改善を図る。中
期
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【８４】 【８４－１】 ・変形労働制下にある集中治療部と救急部の医師不足対策として
病院の効率的な管理運営と機能 病院運営の組織を見直し、適正 病院全体に変形労働制を導入し、相互に支援体制を整備した。
的な組織体制の整備を図る。 な人員配置に努める。 これにより一部の診療科のみの過重負担が軽減され、院内救急

体制も整備された。
・業務量の増加等を勘案し、視能訓練士１名（６h 、リハビリPT）
及びOT各１名(８h)、診療録管理士(６h)１名を雇用した。
・人件費の５%削減計画に対して、事務系職員の配置換え、業務
改善案を検討し、平成18年度から実施する計画を策定した。

【８５】 【８５－１】 ・HOMAS-WGを設置し、各種コストドライバー(共通経費等の各部
管理会計システムの導入による 管理会計システムを充実させる 門への配賦割合を自動的に作成するための条件を設定できる機。
効率的な経営を実践する。 能)の作成・設定を行った。学内周知のためのHOMAS講演会を行

った(67名参加)。現在、データベースの構築を終了している。

【８６】 【８６－１】 ・平成18年度概算要求において、病院再整備計画が認められた。
地域医療における病院機能の高 病院再整備計画プロジェクトチ 再整備計画のコンセプトに基づく具体的策定のため、基本設計

、 。度化及び総合的な患者サービス ームを中心として、具体的な再 業務を公募型プロポーザル方式で実施し 委託業者を選定した
の向上と患者アメニティの改善 整備計画を策定する。 将来構想検討委員会の下、附属病院再整備検討専門委員会を立
に対応するための病院再整備を 上げ、20のWGを設けて問題点の洗い出しを行い、把握した問題
計画的に推進する。 点を基本設計業務に反映させた。平成22年病棟を新築終了し、

平成25年外来棟を竣工する予定である。
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浜松医科大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標
６）患者が安心して治療を受けられる施設の確立

医療事故ゼロを目指す。中
期

病院機能評価システムの充実を図る。目
標

積極的な情報の公開に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【８７】 【８７－１】 ・臨床研修管理委員会(月１回の開催)、臨床研修に関する意見交
医師、看護師、コ・メディカル スタッフ間のミーティング等に 換会で指導体制についてのチェックを行っている。看護師間の
スタッフの責任体制を明確にす より意志疎通の向上を図るとと ミーティングは19部署(全部署)で行われており、医師と看護師
る。 もに、指導医による研修医等へ 間のミーティングは10部署で毎月行われている。その他の部署

の指導体制を強化する。 では問題発生時に行っている。病棟運営上の問題は解決され、
ミーティングにより意思疎通は向上されている。指導医は必ず
病棟にいて研修医の指導に当たる責任医制とした。

【８８】 【８８－１】 ・医療事故防止マニュアルを改訂した。
医療安全管理室の業務の整備及 医療事故防止マニュアルをわか ・平成17年6月聖隷三方原病院長｢医療事故への対応｣(119名出

、 「 」び充実を図る。 りやすく整理、改訂し職員に周 席) 平成17年9月全日空機長 航空会社のリスクマネジメント
知するとともに、医療安全に関 (193名出席)、平成17年12月東京慈恵会医科大学青戸病院副院
する研修を充実させる。 長「医療従事者のリスクマネジメント」(211名出席)の医療安

全管理に関する研修会を開催した。

【８９】 【８９－１】 ・転倒ケア基準の作成、院内救急体制の整備(救急カート、蘇生
インシデントレポートの充実及 ヒヤリ・ハット事例を分析して キットの統一)、重要なインシデントの項目について十分検討
びフィードバックシステムの充 医療事故の発生原因を究明し、 のうえ、ルールを作り、周知徹底した。IVHの同意書を作成し

。 、 、実を図る。 医療事故防止策を策定する。 院内で統一した すべての事例検討において当該者 指導医師
管理責任者、看護師を含めて検討し、インフォームドコンセン
トのあり方、患者側の理解具合、防止策を立て、安全管理委員
会で報告し周知徹底することとした。

【９０】 【９０－１】 ・本学は岡山大学へ、また徳島大学から本院へ来院し、｢感染対
患者による評価を含めた外部評 引き続き近隣の病院との相互チ 策並びに研修医対策｣について相互チェックを行った。県西部
価を積極的に受審する。 ェックを実施するとともに、指 浜松医療センターとの間に同テーマで相互チェックを行い、イ

摘のあった事項の改善する。 ンフルエンザ対策、感染性医療廃棄物の分別、廃棄物の設置状
況、カルバペネム系抗菌薬等の適正使用に関することを中心に
意見交換を行い、感染対策の一層の向上を図った。

【９１】 【９１－１】 ・平成17年度版病院案内を出版し、ホームページに同内容を記載
各種疾患及び健康に関する医療 ホームページを改訂し、病院案 した。またホームページを更新し、随時変更できるようシステ
情報を提供する。 内や医師の専門分野等を出来る ム化し、周知した。新しく掲載した項目は地域連携室の案内、

だけわかりやすく掲載する。 後期研修プログラム、病院職員の案内等である。病院ホームペ
ージへのアクセスは平成16年度88,519件、平成17年度74,777件
であった。病院のトップページを経由しないでも直接コンテン
ツにアクセスできるようにしたため見かけ上は減少している
が、ログファイルの総容量から見て平成16年度は4.20GB,平成
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17年度は5.02GBと明らかに平成17年度はアクセス数は増加し
た。臨床研修センターのホームページデザインを刷新し、内容
を整理してよりアクセスしやすくした。研修医の研修コースご
との協力病院一覧を追加し、コース及び協力病院の決定の仕方
について掲載した。平成17年12月本学の医学部５年生を対象に
臨床研修プログラム説明会を開き(60名参加)、静岡県内及び本
学における魅力ある研修について説明した。

【９２】 【９２－１】 ・各科に於けるインフォームドコンセント(IC)の状況、IC不足に
カルテ開示を日常診療に導入す インフォームドコンセントに関 よるトラブルの発生件数、IC研修会についての意見等について
る。 する研修会を実施し、医師のレ アンケートを実施した。トラブル発生は平成17年度患者家族の

ベル向上を図る。 無理解によるもの１件のみ。立会い者は主治医、研修医、看護
師で、30～60分であった。検査部における調査では、検査につ
いての説明不足（尿検査方法：20人/日、心電図の結果の説明
不足：１人/３ヶ月)が見られ、医師たちに患者の理解を得るよ
う検査の意義について説明するよう周知した。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

⑤看護学科におけるカリキュラムの検証と改正１.教育方法等の改善
看護学科では平成15年度から現行カリキュラムによる授業を開始した。このカリキュラ

①地域医療への貢献を意図した入学者選抜 ムは産業が豊かで、ブラジル人など外国人居住者が多く、近々大地震が想定されているな
本学の重要な役割の一つは所在地である静岡県の医療への良き医療人の供給である。医 どの特徴を持つ当地域への貢献を意識して、応用看護学と総合看護学を新設した野心的な

学科のアドミッション・ポリシーに「地域に根ざして大きくはばたくという意欲を持って ものであった。しかし、そのために卒業要件単位数と総時間数がそれぞれ133単位、3,870
活躍できる人で、この地の医療にも貢献できる人」の入学を期待している旨を明記すると 時間となり、教員の授業負担が大となったばかりでなく、文科省視学委員の視察において
ともに 静岡県出身の本学医学科卒業生の大部分 平成６－13年度卒業生の場合には約90% も単位数等が多いことが指摘された。そこで、現行カリキュラムによる授業を学年進行に、 （ ）
が県内に残ることを考慮して、適切な数の本県出身の入学者を得ようとした。本県には学 したがって推進しつつ、教育企画室に看護学科教育検討WGと臨地実習検討WG（平成18年度
力レベルが高く、優秀な学生を推薦してくれる高等学校が多いことを考慮して、医学科推 よりそれぞれ看護教育検討部門、看護臨地実習部門）を立ち上げ、このカリキュラムの検
薦入学の募集人員25名とし、１校あたりの推薦枠を４名まで拡げた。また、７月に名古屋 証と改正に着手した。看護学科教育検討WGでは、授業内容の精選、整頓等により、現行の
大学で行われた「大学と高校との懇談会」に出席し、東海地区の高等学校長との意見交換 カリキュラム構造を大きく変更せずに卒業要件単位と総時間数をそれぞれ124単位、3,570
を行った。その結果、平成16年度、17年度、18年度入試における県内出身入学者はそれぞ 時間近くまで減らせるか否かを検討した。実習検討WGでは、臨地実習で共通して使用する
れ36名（38% 、31名（33% 、41名（43%）であった。 「実習協力依頼書」の導入、附属病院での実習における臨床指導者導入案の検討等臨地実） ）

習体制の整備・充実に向けた活動を行った。
②医療倫理教育のための全学統合一貫プログラムの作成

本学では、入学直後の福祉施設体験学習及び新入生合宿研修にはじまり、その後も医学 ⑥大学院医学系研究科博士課程の改革
科では１年次後学期の医学概論I、２年次後学期の医学概論Ⅱ、４年次後学期の医学概論Ⅲ 中央教育審議会の答申「新時代の大学院教育、国際的に魅力ある大学院教育の構築に向
や臨床前専門教育に導入したPBLチュートリアル教育等において、看護学科でも「医療と科 けて （平成17年９月５日）に応じて、本学大学院医学系研究科博士課程の構成及びカリキ」
学・技術 等において継続して学習機会を創出するという形で医療倫理教育を行ってきた ュラムを以下のように一新した。」 。
従来専門前教育を担ってきた一般教育等が、専門分野の枠を超えた共通に求められる知 1 「近年、優れた研究能力を持つ創造性豊かな医学研究者のみならず、高度な専門的知識）

識や思考法の獲得、人間としての在り方や生き方に関する洞察力を養うことを教育するこ ・技術に加えて高い研究能力をもち、その成果を臨床の現場で活かせる臨床医学者の養
とを目的とした総合人間科学講座に改組したことにより、総合人間科学講座の教員と医学 成が強く求められている」との指摘に応じて、博士課程に「研究者養成コース」と「研
及び看護学専門講座の教員が協力して 「医療と医療人のあり方について不断に考える姿勢 究能力を備えた臨床医養成コース」を設置した。ただし、正常と各種疾患等異常は表裏、
の確立」を目標とする医療倫理教育の全学統合一貫プログラムを構築した。 の関係にあることから 「研究能力を備えた臨床医養成コース」修了者が医学研究者への、

道を歩むことは可能であり、むしろ歓迎とした。
③医療職共通教育 2）近年、医学の進歩にともない、個々の研究者に専門分野のみならず他の分野の視点を持

入学者全員が医療職を目指すという医科大学の特性を活かし、医学科と看護学科の学生 つことが求められるようになったことに応じて、学術研究を基盤としつつ、所属あるい
が共に学ぶ合同授業を積極的に取り入れていることが本学における教育の特色の一つであ は関連分野のセミナー等といくつかの基本的な授業科目の履修を義務付けたカリキュラ
る。従来からの新入生オリエンテーションにおける福祉施設体験学習及び合宿研修（１泊 ムとした。
２日）や１，２年次で受講する多くの教養科目に加えて、新しい統合一貫プログラムによ 3）特に、セミナーに関しては、発表者が紹介論文の著者に代わって発想から結論までの理
る医療倫理教育においても、その第一段階である医学概論Ⅰ（看護学科では医療概論）で 論と実験根拠を示し、参加者全員がこれに対して批判し、質問するという実践的な議論
は医学科と看護学科の学生が共に学ぶことになっており、チーム医療における異なる立場 の場、国際的に高い水準の研究活動に豊富に接する場と位置づけた。
の職種の役割や考え方を学び、理解する機会としている。 4 「研究能力を備えた臨床医養成コース」の学生は本学附属病院あるいは関連病院におい）

、 （ ） 、て 専門分野の認定資格 専門医など の取得に必要な診療活動を行うことを可能にし
④医学科における臨床前専門教育 これにも一定の単位を認定することにした。
平成15年度後学期から開始し、学年進行にしたがって推進してきたPBLチュートリアル導 5）研究成果の発表（口頭及び論文）は発想及び発想を実証するための研究行為と同等の、
入臨床前専門教育が平成17年度でもって一通り終了し、初年度生を臨床実習に送り出すこ 研究の重要構成要素であるとの観点から、学位論文は、大学院博士課程教授会において
とができた。その間、PBLチュートリアル専門委員会（平成18年度から教育企画室の臨床前 適当と認められる内外の学術誌等に公表された論文または公表が予定されている論文と
専門教育部会）を毎月開催して次の項目について進行状況を検証した。 した。ただし、研究やコース取りの内容により４年間の修学期間終了までに論文発表が
1）講義・実習とPBLのバランス 困難な場合に備えて、履修期間５年あるいは６年の「長期履修制度」及び「大学院課程
2）望ましいユニット構成 継続研究生制度」を発足させ、計画的学位取得や余分な経済的負担を伴わない継続研究
3）チューターの養成、確保 を可能とする制度を整えた。
4）コアタイムを8:30から9:30までの１時間（附属病院での診療に大きな支障をきたすこと
なく臨床系の教員にもチューターを依頼することを可能とするため) ⑦高等学校との積極的な連携
5）質の高い課題シナリオの蓄積 大学説明会（約400名が参加、平成16年度の参加者も約400名 、高校生への専門基礎科目）

等の授業開放（13高校140名が参加、平成16年度の参加者は124名 、出張授業（県内の７校）
で実施、平成16年度は６校実施 、本学を個別に訪問する高校に対する大学概要説明・授業）
開放・当該高校出身の本学学生との懇談等を積極的に企画、実施した。また。東海地区国
立大学が東海４県及び長野県の高等学校に呼びかけて実施した東海地区国立大学説明会に
参加し、本学に関心を持つ個々の高校生とも接触した。これらの努力もあって、医学科の
県内出身入学者は平成16年度37.9%、17年度32.6%、18年度43.2%となり、全国トップレベル
の水準を維持し、将来の県内医師確保のため重要な県内出身者を確保することができた。
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②訪問共同研究員制度の設置２.学生支援の充実
これまでの大学では、基本的に、大学にお金を納入した人（学生）か、大学からお金を

学生のための施設や学生指導体制の充実を図り、また学生の事故及び災害に対処するた 受け取る人（職員）だけが正式な所属構成員とみなされ、それ以外の人は研究棟への入構
め医学生（看護学生）総合保険への加入、各種ワクチン接種を推進した。 や図書館の使用、駐車場の使用などが制限されていた。このため、研究を推進する基盤を
1）福利施設棟と学生サークルのヨット艇庫を改修し、体育館、テニスコート等学生の体育 構成する人材は限られたものとなっていた。また、共同研究をしている学外機関の職員が
施設を部分改修した。 来訪して学内に滞在して研究する場合についても、特別な取り扱いが無いままに過ごされ

2）指導教員制度の充実のため、公募により、従来は教授と助教授のみに依頼していた指導 てきた。私立大学の教員が来訪して研究作業をする場合は、私企業の職員の来訪と同列に
教員に新たに講師５名、助手８名を加えることにした。 みなされ、正式な許可を得るには、共同研究員受入れ費を支払う必要があった。これらの

3）医学生（看護学生）総合保険への平成17年度の加入率は平成16年度の81%から84%に改善 規則だけの運用では、多くの研究能力のある人材を受け入れるという目標にはそぐわない
した。また、Ｂ型肝炎ワクチン接種率は89%（平成16年度は78% 、臨床（臨地）実習前 面があった。そこで研究人材を多く受け入れて研究力を高めるための方策として、ある資）
の医学科５年次生と看護学科３年次生のみを対象としているインフルエンザワクチン接 格条件の範囲で、お金を支払うことなく入構でき、研究設備等を使用できるようにする規
種率は97%（平成16年度は94%）であった。 定を検討し、これを定めた。この規程では、学校・病院及び包括提携契約を結んだ企業の

4）学生の経済支援と経済的自立意識の涵養のため、銀行との提携による授業料貸付制度を 研究職員であって、本学の職員との共同研究の目的で仕事をする人員を、訪問共同研究員
検討し、各銀行との折衝を行った。 という身分とし、この者の、共同研究受け入れ者の責任の下での、共通実験機器を含む研

究装置の使用、図書館の使用、駐車場の使用を許可すること、とした。実際に、近隣大学
の他学部からの共同研究者の来訪、大学院卒業後の他病院勤務医が本学で継続研究するこ
と、研究意欲を持ちながらも研究環境にない教員などを受け入れることなど、研究人材の３.研究活動の推進

。 、リクルートが実現した 浜松ホトニクス社とは多数の共同研究を進めてきた経緯があるが
①研究資金の戦略的配分 同社とは包括提携の実現のために交渉中であり、このような規程の新設は提携の促進にも

研究のための資金やスペースは常に限られているが、それをどのように配分するかにつ 働き、また、同社の研究員が気軽に来訪できる環境も作られ、産学連携を意識した研究推
いては、これまでの国立大学では、公平と平等の原則に基づき民主的に決定してきた。こ 進にも貢献する。将来的には、研究を支援するボランティアのリクルートや、学部学生が
のような方式での基盤的研究費（いわゆる講座費）の配分は、心理的には、全員の満足と 研究室で働けるようにするための、準備的な意味もある。このような規程が置けるように
安定感につながっていた。しかし、必要なときにもそうでないときにも、基盤研究費はあ なったのは、法人化後の自由度の高まりによるものである。
たかも空気のような存在となり、効率の点で最大の効果を持つ保証はまったく無かった。
そこで、これまで機械的に教官積算校費からなっていた講座費の配分について、新しい配 ③大学院生のRA化の促進
分の方式を検討し、これを実施した。講座費は政府からの教育研究補助金の中で教育と研 研究人材の強化として、上記とは別に、大学院生のRA（リサーチアシスタント）として
究の基盤を支える経費として位置づけられるものであるが、実際は、その配分は研究に必 の処遇の枠を拡大した。大学院生は研究のための教育の課程にあるが、大学の研究という
要な経費に比して小さな額となっている。そのため、科学研究費補助金のように目的性の 事業を労働で支えている面もある。そこで、大半の大学院生（外国から大学院生のほぼ全
ある外部資金では賄えない支出のみに使われているのが現状である 机 椅子 設備工事 員）に給料を支給した。このことにより、スコラシップの無い日本の大学院生制度にスコ。 、 、 、
電気代、水道代などの基盤的設備資源を維持するのに使われている。これらが無いとプロ ラシップと同等の魅力が加わり、外国からの優秀な大学院生の来訪が期待できるようにな
ジェクト資金だけでは、研究を進めるのは困難である。 った。また、大学院生の大学研究職員としての位置づけも生じ、文部科学省科学研究費補
新しい方式として、これまでの講座費配分額から総額11,700千円を確保し、研究推進企 助金への申請資格も与えることができ、科学研究費を実際に獲得する者も現れた。

画室を通じて公平な分配とは別の分配方式に基づく使用法に変えた。これらを戦略的な研
究資金として配分した。平成17年度の配分領域は、(1)外部資金を受けにくい環境にある総 ④講座の改編とインタビューによる研究組織内の人間関係の掌握
合人間科学講座の研究、(2)同じく看護学科やパラメディカル領域の研究や社会活動、(3) これまでの大学の中で特に医学部は、その臨床的実践の必要上から多数の人材を講座と

、 、 、知財の活用を進めるための活動や体制づくり、(4)健康相談会や地域の初中等教育支援など いう単位にまとめ これを医療現場に人材を送り出すための大きな組織単位として 教育
の社会貢献活動、(5)若手の萌芽的研究育成とした。それぞれ職員からの活動の提案を募集 研究、診療の活動を行ってきた。この講座組織は領域が違っても同じ規模であり、同じ階
し、申請書と一部はプレゼンテーションとインタビューに基づいて選考委員会による決定 層構造を持ち、それぞれ独立の部門として公平に扱われた。それが、医科大学の安定と大
とした。 学による社会の医療現場への継続的な支援を可能としてきた。しかし、固定した組織構造

は、いくつかの弊害を抱えても来た。特に、進歩発展の著しい基礎医学領域では、新しい
学問が生じても対応する講座が作れないため、諸外国との競争にもならないという事態に
なった。また、講座組織内において適材といえない職員が出たときに、これを適切に処遇

。 、 、することができない事態にもなった 本来 組織は戦略的に改編されなければならないが
大学においては、自由な研究に価値が置かれるため、組織単位の研究内容に基づく改編は
されず、固定した研究組織が長期間継続した。本学では、平成17年度に、教授の退官に伴
い、講座の学問領域の継続性をもとに当該講座の統廃合を検討し、残る人員を他の講座と
合わせて大講座にまとめることを実施した。さらに、講座内の適材でない人員について、
当該教授を除いた場においてインタビューを行い、客観的な問題点を分析した。この結果
をもって、適材適所を実現する方策を進めている。従来、人は代わっても講座は不変であ
り講座内人材の適正化は教授の責任とみなされてきたが、今、外部からの操作が可能な体
制を作りつつある。
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4）学則の一部を変更して、大学院博士課程への外国人留学生の秋季入学を可能にした。４.社会連携・地域貢献、国際交流等の推進
5）大学院博士課程及び修士課程にそれぞれ６名、１名の外国人留学生を新たに受け入れ

①報奨研究費の考え方を導入 （博士課程の１名は平成17年度秋季入学生、他は平成18年度入学生 、ポーランドのビ）
知財の活用を進めるための活動、健康相談会や地域の初中等教育支援などの社会貢献活 アウイストク医科大学から特別研究学生１名を受け入れた。また、平成17年度に受け入

動については、上記の講座費配分の１０％預かり金より選考方式での再配分としたが、こ れた外国人客員研究員は19名であった。
れは活動に必要な直接的経費や準備のための経費を支給するものではなく、それらの活動 6）外国人留学生にできるだけ勉学あるいは研究に専念できる環境を与えるため、公募型
をすることに対する報奨として研究費を配分する、という性格付けをした。この資金は元 奨学金に加えて本学独自の奨学金を活用し、とりあえず１年を超えて本学に在籍する外
々講座費の性格を引き継ぐものなので、研究基盤維持費であり、旅費や、機器の修理代等 国人学部学生、大学院生、研究生１人あたり月額最低７万円を支給することにした。
の自由な使用が可能である。社会貢献活動の経費としても使えることはもとより、それと 7）昨年度立ち上げた「外国人研究者・留学生も大学の職員宿舎に入居できる制度」を活
は直接関係の無い研究の補足経費にもなる点が、使用するほうとしては価値のある資金と 用し、平成17年度には外国人研究者１名、留学生４名を新たに入居させた。外国人研究
なる。知財活動や社会貢献活動をすることの報奨が研究費の増加であるという仕組みを作 者２名、留学生２名が昨年度から継続して入居しているので、計９名の外国人研究者・
り、大学の社会存在の意義を高める活動を自然に奨励する形は、これまで構築できなかっ 留学生が職員宿舎を利用中であり、この規制緩和により外国人研究者・留学生の居住条
た新しい試みである。 件が格段に改善された。

②大学知を発信するウェブサイトの構築
５.医療の質の向上これまで、大学の研究の結果は論文として記載され、世界的な流通を持つ専門誌によっ

て出版公開されてきた。どの専門誌に載せるかによってその研究がランク付けされたりし
た。また、出版までの時間は1年から1年半と長く、結果が有効に利用されるのにも遅れが ①患者サービスの充実
あった。一方、大学の教育においては、試験成績に基づく学生の厳正な選考をし、限られ 1)外来受付職員等の適切な人員配置・接遇の教育により患者応対が改善された。
た者だけに教育の機会を与えた 本学では医師や看護師の免許を得る課程だけがあるので 2)地域連携室に職員4人(常勤１名、非常勤３名)を配置して運営した結果、外来事前予約の。 、
大学入学者と医師の養成数が直結しており、これは必要な制限となっている。しかし、科 迅速化（１分以内に予約可能）とともに、紹介状への対応、外来患者持参のレントゲン
学や医学という学問の立場からすれば、万人に教育を受ける権利がある。このような多く フィルムの返還、証明書・診断書等の取扱方法・場所等が統一され、紹介患者の受入が
の問題を解決していく一つの道具として、インターネットというメディアは有用である。 スムーズになった。
そこで 研究結果の世界への発表と教育のより広い普及という2つの大きな目標を目指して 3)外来患者数増に対応して外来椅子を追加して新しくし、駐車場を拡張整備した。、 、
インターネットを用いた新しい大学からの知の発信システムを作った。コンテンツとして 4)CT検査患者用の待合室を新設し、快適な待合ができるようにした。
は、本学で毎年2回行っている国際シンポジウム、光の医学応用や顕微鏡技術のための講習 5)外来患者増加に伴い待ち時間が延びたため、外来予約システムの見直しを行い、待ち時
会、各種研究によって得られた動画資料、医学科学生のための講義、大学院生のための講 間短縮を図った。
義などを含めている。すべて、研究で得られた動画や実際の教育現場で撮影した動画で構 6)眼科は斜視専門医を中心として外来・入院患者数及び小児患者数が増加し、小児の遊び
成されている。現場撮影のために専門の技術職員を当てるなど、コンテンツの作成体制も 場を設置した。
整備し、発信サイトを完成させた。今後、その内容の充実を継続していく。このシステム 7)耳鼻科で睡眠時無呼吸障害患者数が増加し、個室入院希望が多く、入院体制を整備し便
は、医学生の教室での講義に依存しない教育にも有用であることはもとより、医師のみな 宜を図った。平成17年度152名の患者を扱った。
らず一般社会人の生涯教育にも有効である。個々の社会人が、研鑽を積んだ医師が持つよ
うな高度の医療知識を身につけていくことにより、罹患率が下がる可能性があり、将来的 ②診療体制等の整備
には医療費の節約にもつながる。企業にとっても最新の研究成果を享受できるシステムと 1)開放型病院共同診療を導入した。浜松市、旧浜北市及び周辺地域医師会と契約を結び、
なる。このシステムの発展により、大学は、研究によって得た高度な知識を学生に伝える 開放型病院の認可を受け、平成17年4月より共同診療を実施。開放型ベッド利用は75%の
とともに、それを広く一般社会に発信する中心となり、社会に役立つものとなる。 利用率であった。

2)クリニカルパス推進により、在院日数は平成16年度20.6日から平成17年度19.5日に縮減
③学生の海外派遣及び国際交流の充実 した。看護師の業務の明確化、患者へのインフォームドコンセント(IC)の徹底、同意書
引き続き以下のように学生の海外派遣、国際交流の充実に積極的に取り組んだ。 の院内統一及び新規作成等がなされ、ICによるトラブルは1年間に1件(患者家族の無理解
1）本学学生のIFMSA（国際医学生連盟）における国際交流活動を引き続き積極的に支援し によるもの)であった。クリニカルパス導入疾患は54件で、うち平成17年度クリニカルパ
た IFMSAの交換留学生としてデンマークから２名 イタリーから１名 タイから１名 ス新規導入疾患6件、クリニカルパス診療患者数1,042名であった。。 、 、 、
計４名の学部学生を受け入れ、本学からはドイツ、チェコ、オーストリア、台湾の大学 3)外来化学療法センターは平成17年5月に構造承認され、外来化学療法室が利用可能となっ
へ各１名の学生が短期留学し、病院実習あるいは基礎医学実習を行った。 た。平成18年3月までに延べ1,687名の患者が利用した。部屋は明るく、各ベッドにテレ
2）海外の大学との学術交流協定に基づく学部学生の国際交流としては、ドイツのフライ ビを設け、患者に好評である。
ブルグ大学と中国の河南中医学院から各１名の学生を特別聴講学生として受け入れ、本 4)リハビリテーション部に和室を設置し、受付等を拡張整備し、非常勤PT,OT技術職員を各
学からはドイツのフライブルグへ１名、ポーランドのビアウイストク医科大学へ２名、 1名任用し、診療実績は平成16年度に比べ平成17年度は増加した。
バングラヂッシュのダッカ医科大学及びBSM医科大学へ５名（うち３名は平成17年度か 5)血液内科病棟に無菌室を平成18年2月1室増設した。平成16年度357人、平成17年度377人
ら18年度にまたいで 韓国の慶北大学校医科大学へ２名 中国の中国医科大学へ１名 と利用件数が増加した。）、 、 、
計11名の医学科学生が短期留学し、病院実習を行った。 6)NST(栄養サポートチーム)は毎週5件の患者回診を行っている。
3）IFMSAの交換留学制度に基づき海外の大学において病院実習を行った学生及び海外の学 7)診療録管理委員会の活動を促し、研修医等に対してカルテの書き方、保険診療制度につ
術交流協定において病院実習を行った学生に対しては、本学の当該年度の当該科目の単 いて教育した結果、カルテに十分記載されるようになった。
位を認定した。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標
（１）効率的な組織運営に関する基本方針

全学的視点に立った機動的・効率的な組織運営体制を整備する。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【９３】 【９３－１】
、学長のリーダーシップの強化を 平成１６年度に実施済みのため

図るため、副学長を設置する。 平成１７年度は年度計画なし

【９４】 【９４－１】 ・迅速、円滑な大学運営に資するため、各企画室会議を随
、 。 、迅速・円滑な大学運営が可能と 各企画室（経営、研究推進、教 時開催し 所掌する業務について企画・立案した なお

なるよう、企画・調査・立案を 育、調査・労務、情報・広報、 Ⅲ 平成17年８月からは総合企画会議（議長：学長）を定期
するための企画室を設置し、教 病院運営、総務）において所掌 的に開催することとし、各企画室で企画・立案した事項
員と事務職員等が一体となった 業務に関して企画・立案を行い について総合調整を図る等して、全学的な課題に対する、
業務運営を行う。 大学運営に反映させる。 取組みへの強化を図った。

【９４－２】 ・本学の周辺又は本学構成員の身の上において発生又は発
各企画室の連絡調整を図るため 生することが予測される様々な事象に伴う危機に迅速か、
必要の都度総合企画会議を開催 Ⅲ つ適切に対処するため、危機管理規程を制定するととも
する。また、危機管理会議を設 に、危機管理会議を設置し、危機管理体制の充実を図っ
置し、リスクマネジメントの状 た。
況を検証する。

ウェイト小計

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標
（１）教育研究組織の編成・見直しに関する基本方針

教育研究の成果を評価するシステムを導入し、組織の見直しに反映する。中
期
目
標

浜松医科大学
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【９５】 【９５－１】 ・教育組織の見直しの参考とするため、学生による授業評
教育研究組織について、教育・ 組織の見直しの参考となる評価 価及び教員の個人評価を実施した。また、各講座、診療
研究・診療別に評価を実施する の在り方について検討する。 Ⅲ 科等の研究活動について評価を実施し、研究活動一覧と。

して取りまとめた。

【９６】 【９６－１】 ・一般教育等を総合人間科学講座に大講座化し、解剖学第
学部の講座編成の見直し及び大 学部の講座の改組等に伴い、大 一及び解剖学第二講座を解剖学講座に、衛生学及び公衆
学院の充実を図る。 学院博士課程担当教員の見直し Ⅲ 衛生学講座を健康社会医学講座にそれぞれ再編した。

を行うとともに、大学の教員組 ・学部の講座の改組に伴って、大学院の基礎講座となった
織の見直しに伴う准教授の大学 総合人間科学講座の３名に大学院担当の審査を行い研究
院研究指導について検討を開始 指導教員とした。
する。 ・新制度における准教授の研究指導に関し、主任研究指導

、 。教員 論文審査を行う大学院教授会のあり方を策定した

【９７】 【９７－１】 ・癌薬物療法の充実を図るため、横断的診療組織として化
教育及び研究に関わる診療組織 診療との関連を配慮しつつ、附 Ⅲ 学療法部を新設した。
の見直しを図る。 属病院における教育及び研究の ・臨床講座にない診療組織としてのリハビリテーション科

在り方を検討する。 を設置した。

ウェイト小計

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標
（１）戦略的・効果的な人的資源の活用に関する基本方針

教員人事の流動性と教員構成の多様化を推進し、教育・研究・診療の活性化と質の向上を図る。中
期
目

職員の専門性等の向上を図る。標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【９８】 【９８ー１】 ・教員の流動性及び活性化の視点に立って、任期更新審査
全学的に教員任期制の導入を一 教員の再任時における資格・基 の評価基準を明確にし、実施した。助教授・講師の任期
層推進する。 準の導入結果を分析し、改善に Ⅲ 制導入を推進した結果、任期付教員の割合が約20ポイン

向けて問題点を検証する。 ト向上した （平成17年４月29％→平成18年４月48％）。

【９９】 【９９ー１】 ・医学部教員を流用し、医学部附属病院にがん医療全般を
人件費の効率的運用を図る。 教員構成の調査結果を分析し、 横断的に診療する化学療法部を設置するとともに、診療

教育・研究・診療組織における に特化した診療助手を配置し、教員の人員構成及び教育
人員構成の見直しに向けて問題 Ⅲ ・研究・診療体制の効率化を図った。また、教員構成の
点を検証する。 見直しを行い、非常勤講師が担当していた授業を専任教

員に担当させることにより、非常勤講師数の削減（平成

浜松医科大学
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16年度223人→平成17年度198人 を行い人件費の削減 平） （
成16年度7,580千円→平成17年度6,300千円）を行った。

【１００】 【１００ー１】 ・一般職員学外研修制度（従来は休暇を取得し研修に参加
職務の能力開発や専門性の向上 研修実態調査及び研修制度の導 していたが、届け出が許可されれば研修への参加が可能
に資するための研修機会の充実 入結果を分析し、改善に向けて Ⅲ となる制度）を利用(平成17年度72件)して、大学の管理
を図る。 問題点を検証する。 運営に必要な衛生管理者等の資格を２名が取得し、業務

に反映させることができた。また、本制度の利用を平成
16年度との比較や部局等の状況から分析・検証し、有効
に活用されていることを確認した。

ウェイト小計

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標
（１）事務処理の効率化・合理化に関する基本方針

各種事務の集中化・電算化等により、事務処理の簡素化・迅速化を図る。中
期

事務組織・職員配置の再編、合理化を進める。目
標

事務職員の専門性の向上を図る。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１０１】 【１０１－１】 ・物品請求システムの過去データの表示内容や表示方法を
電算システムを計画的に導入し 財務会計システムを拡充する。 工夫し、業務の能率を向上させるとともに、支払通知の、
業務の迅速化・効率化を図る。 Ⅲ 電子メール送信機能の開発により予算管理事務の軽減、

郵送経費の削減等を行った。また、病院管理会計システ
ム(HOMAS)と財務会計システムとの連携を図り、入力業
務の効率化を図った。

【１０１－２】 ・特定治療材料に加え、衛生材料、ディスポーザブル用品
物流管理システムを引き続き拡 Ⅲ を対象物品とし、在庫管理の適正化を図った。また、病
充する。 院管理会計システム(HOMAS)の連携インターフェース機

能の開発により、病院経営分析業務の強化を図った。

【１０２】 【１０２－１】 ・人事課の設置により、円滑に国家公務員法から各種労働
事務組織及び事務分掌を見直し 人事課及び病院管理室を設置し 法への移行を果たすとともに適正な労務管理、労使関係、
事務の一層の効率化・合理化を た成果を検証するとともに、法 の構築が図られた。特に労使関係については、労務担当
図る。 人化後の業務処理と事務処理体 理事及び人事課と職員過半数代表者との間で就業規則や

制が適正であるか検証し、事務 給与規定等の改正等の協議会の開催、全職員への説明会
組織のあり方を検討する。 を行う等成熟した労使関係を育んだ。また、病院管理室

Ⅲ の設置により、病院の予算執行、適正な物流管理、経営
分析を行う体制が一元化されただけでなく、学長、病院
長（財務担当理事 、労務担当理事及び人事課との連携）

、 、を図ることにより 病院収入とのバランスを踏まえつつ
適正な経営管理及び人事配置を推進することができた。
・平成18年度実施に向けた業務の合理化・簡素化、組織・
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人員配置の見直しについて、全職員を対象としたヒアリ
ングを実施し、計画を策定した。

【１０３】 【１０３－１】 ・附属病院の事務職員夜間受付業務、収納窓口業務、献体
外部委託の効率的活用により、 16年度の検討を踏まえ、外部委 Ⅲ の搬送業務及び給食業務の一部の外部委託について検討
一層の事務合理化を図る。 託を実施する業務を決定する。 し、平成18年度から実施することを決定した。なお、本

格実施に向け、附属病院の事務職員夜間受付業務及び収
、 。納窓口業務について 平成17年度から先行して実施した

【１０４】 【１０４－１】 ・平成16年度策定の実施計画を基に、事務職員研修計画実
業務に関する専門的な知識を習 策定した計画に基づき研修を実 施報告書の整理・検証を行い、研修成果を各々の業務に
得させるため、計画的に研修機 施するとともに、研修成果のフ Ⅲ 反映させた。また、財務、労務等における専門知識を修
会等の充実を図る。 ィードバックを図る。 得させるため経営管理、労使関係等大学の管理運営業務

に直接関連する簿記研修 会計研修 労務管理研修等 専、 、 （
門研修46件、テ－マ別研修２件、階層別研修５件）を実
施し、783人が受講した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

1.戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用
⑤診療体制の整備及び病院収入の増加を図るための経費

（1）運営のための企画立案体制 185,039千円；増収に繋がる人員配置など診療体制を充実するための経費、外来化学療法
①学長は、７つの企画室（経営、研究推進、教育、調査・労務、情報・広報、病院運営、 センターの新設（工事・設備 、診療機器の更新等）
総務）を設置、４名の理事及び３名の副学長にそれぞれの大学運営の重要なテーマの分
担、企画立案を行わせるとともに、各室長に予算執行の権限を与えている。 （2）上記以外の戦略的経費の総額

①外部資金を受けにくい環境にある総合人間科学講座の研究（2,800千円）
②毎月、総合企画会議において理事及び副学長から、各企画室の企画立案状況を報告し、 1）総合人間科学（生物学）
それに対する意見交換、今後の実施方針等を検討し、承認を受けたものは法令や学内規 脊椎動物と無脊椎動物の視細胞を用いた細胞内情報伝達複合体の研究 1,100千円
則に従い事項ごとに役員会、教育研究評議会、経営協議会及び教授会に附議される。各 2）総合人間科学（化学 ）
会議には監事が出席し、直接審議過程を監査している。 ガン細胞への集積化を指向した新規光増感剤の合成研究 1,200千円

3）総合人間科学（倫理学 ）
（2）企画立案部門の活動状況 生命倫理における「責任意識」と「社会規範」の感情論的基礎づけ 500千円
①特任教員制度を導入 ②看護学科やパラメディカル領域の研究や社会活動（1,200千円）
外部資金等により設置された特定の教育・研究プロジェクトを効果的に推進するため、 看護学科（臨床看護学）看護師を対象にしたメンタルヘルスを向上させるための研
特任教授、特任助教授、特任講師、特任助手の制度を導入した。 修プログラムの開発と評価 1,200千円
②診療助手（医師）の導入 ③知財の活用を進めるための活動や体制づくり（1,000千円）
附属病院の診療業務の充実を図るため、診療経費で雇用する診療助手（医師）の取扱い 検査部 外7件 企業活動に資する知財の育成と移転の促進 1,000千円
を定め、麻酔科に診療助手を雇用した。この雇用を行った結果、対前年度比で377件の手 ④健康相談会や地域の初中等教育支援などの社会貢献活動（3,900千円）
術件数の増加があり、約236,000千円の手術料の増収があった。 1）泌尿器科学 外6件 地域教育に対する活動 1,400千円
③化学療法部を設置 2）救急医学 外2件 健康相談会等の社会的活動 2,500千円
がん薬物療法を中心とした治療、臨床研究・教育の充実を図るために、附属病院に化学 ⑤若手の萌芽的研究育成（2,800千円）
療法部を設置して、医学部教員を流用し教授を配置した。 1）内科学第二 甲状腺ホルモン受容体による負の転写調節 1,300千円
④全教員に任期制を導入 2）外科学第二 Tight junction蛋白claudin-２の転写調節機構の解明 1,000千円
平成19年4月の教員組織の新制度への移行に併せて、原則的に全教員に任期制を導入し流 3）内科学第三 選択的COX-２阻害薬によるリンパ腫細胞の増殖抑制とアポトーシ
動性と活性化を図ることとした。 ス誘導効果の検討 500千円
⑤救急部支援を目的として病院全体に変形労働制を導入
救急患者増に伴う救急専門医師不足に対して、病院医師を対象に変形労働制を導入し、

３.法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価院内全診療科で救急当直を支援することとした。これにより院内救急についても協力体
制が整備された。平成18年度は病院医師当直体制にオンコール制度を一部導入する計画
とした。 (1)法人内における資源配分に関する中間評価・事後評価の実施状況
等を企画立案し、各審議機関に提案した。 ①年度途中において、上半期の実績・自己収入の増収（約290,000千円）等に基づき補正予

算編成を実施。学長は、当初配分に対する事業の実施状況を踏まえ、全体を見直し、以
下の予算編成方針に基づき再配分をした。
1）法律等施行により緊急に措置すべき事項（個人情報保護に伴う研究室等の鍵の取替、2.法人としての総合的な観点による戦略的・効果的な資源配分
病院及び事務局の電算室入退室システム設置)（7,900千円）

（1）学長裁量分の予算 2）老朽化に伴う緊急的な補修・更新事項(研究棟外壁の緊急補修、医療用機器更新等）
学長のリーダーシップにおける重点配分経費として、学長裁量経費191,000千円、重点経 （286,000千円）

費65,000千円、学術プロジェクト経費20,000千円、外部資金間接経費40,500千円、寄付金 3 診療業務 患者アメニティ 委託業務等診療の質の向上を図るため措置すべき事項 外） 、 、 （
95,000千円を確保し、中期計画を踏まえた事業について学長ヒアリングを行うなどしたう 来化学療法センター新設経費、病棟トイレ改修等、患者給食配膳補助業務等）
えで、教育・研究等の質の向上を図るため次の事項を定め戦略的な重点配分をした。 （99,500千円）
①教育環境を向上させるための経費 ②事後評価の実施
28,074千円；教育環境の整備、課外活動設備及び福利厚生設備の整備等 平成16年度に収入見合いで採用した人員の人件費については、当初収入見込みを達成し
②重点的研究を推進させるための経費 ているかを確認し採用を継続した。
150,100千円；ＲI動物実験施設改修、Ｐ３レベル感染動物実験システム、動物用インビ

ボイメージング装置、プロジェクト経費等 （2)評価結果を踏まえた資源配分の見直しの状況
③危機管理体制整備のための経費 大学事務組織の３部７課体制を見直し、施設課を総務部に移管し業務部を病院部に改
8,227千円；防災センター整備、防災マニュアル、情報漏洩防止対策等 名した。大学全体の事務部の業務の見直し、業務分担の詳細については平成17年度中に計
④業務を改善するための経費 画し、平成18年度７月から実施することを決定した。
40,060千円；ホームページの充実、大学情報データベース構築、財務会計事務システム 病院部事務体制の見直しは、保険事務請求体制の整備、収入債権管理体制の整備、カル

機能改修・補強等 テの電子化に向けて診療録管理体制整備準備、患者支援室の充実、臨床研修支援の強化
等について平成18年度に向けて計画・実行中である。
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５.教員との協働による運営体制の整備等の状況(3)附属施設の時限の設定状況
光量子医学研究センターは、平成３年に10年の時限付施設として設立され、平成13年度 企画室は、理事又は副学長を室長とし、教員及び事務職員をスタッフとして、お互いに

に外部評価を実施し、平成13年４月に設置の延長（平成23年３月まで）が認められた。法 イコール・パートナーシップの関係で議論している。各企画室では、分担しているテーマに
人化後の対応方針について検討し、本施設を引き続き時限付研究施設として維持し、さら 関して企画立案を行い、教育研究評議会や経営協議会、更には役員会に提案している。
に発展させることとした。

６.外部有識者の積極的活用
４.業務運営の効率化

（1）外部有識者の活用状況
（1）業務運営の合理化に向けた取り組み実績 ①医の倫理員会
①事務職員の業務改善 法律学の専門家や人文社会科学の有識者及び一般の立場を代表する者として、弁護士、
1）総務企画室で業務分析・改善ＷＧ（人事課長他３名）を設置して、事務局各課係等全 学者、医師等を外部委員として招き、各研究者から申請のあった倫理審査に公平かつ中
ての職員を対象として業務分析・改善ヒアリングを実施した。業務改善事項等として 立的な立場から意見を述べていただいた。また、臓器移植委員会内規、臓器移植実施規

、 、 、挙げられた約200件の項目の中から、①外部委託の可否②業務の合理化・簡素化③業務 程 法的脳死判定に関する申し合わせ事項等の策定の検討でも 貴重な意見をいただき
の廃止の３事項に関連する業務課題を抽出し、平成18年度から計画的に実施すること それを踏まえて脳死判定マニュアルの見直しを図った。
とした。 ②知的財産に関する外部の専門家の活用
2）法人化が目指す自主的・自律的な大学運営を実現するために、事務の合理化・改善を 独立行政法人科学技術振興機構（JST）特許主任調査員3名に本学の特許相談員へ就任い

。 、 、 。柱とした事務組織の在り方、事務職員の配置について、費用対効果や効率性の観点か ただいた 平成17年度においては ９回の発明相談会を実施し 13件の発明相談をした
ら見直しを実施した。 この結果、発明者から大学に発明届出があり、機関帰属とした発明のうち8件の特許出願
3）業務改善を一層推進するため、組織の見直し、職員の再配置が必要となり、平成18年 を行った。
７月から戦略的な事務局組織の再編を目指して、段階的に実施することとした。
4）加えて、限られた事務系職員を有効活用する観点から、教室系事務職員を平成18年度 （2）大学運営に活用された経営協議会の指摘事項
中に事務局に配置換することとした。 ①岡田委員（静岡県医師会長）からの「地域医療を担う大学病院の使命として、医師不足

②病院の業務改善 の問題等に積極的に対応してもらいたい」との指摘を踏まえ、本学学長、静岡県及び県
1）病病・病診連携を強化するため、医療福祉支援センターに地域連携室を設置し、予約 内病院で構成する「静岡県医療対策協議会」において、卒後臨床教育に関する問題を始
制のシステムを変更して、他の医療機関からの患者紹介の促進を図り、紹介患者数の め、静岡県の医師不足の現状、医療連携、医療分化の必要性、医師数の増加策及び医師
増加が得られた。 の派遣等について3回にわたり協議した。また、適正な医師配置のため、医師の地域の偏
2）会計窓口の待ち時間の短縮と収納督促業務の迅速な対応のため収納業務のうち窓口業 在・診療科偏在に対処すべく、本学と県内病院からなる「静岡県中長期医師教育支援協
務を業務委託した。 会」を立ち上げ、卒後研修終了後の専門家養成教育システムの検討を開始した。
3）診療録管理業務の充実を図るため、診療録管理士１名採用(非常勤)して、適正なカル ②豊田委員（豊田自動織機取締役名誉会長）からの「法人になったことで民間型の経営方
テ管理が行える体制とした。 式により、いろいろな方策を検討し、積極的に自己収入を得る方向で運営したほうがよ
4）公費申請関係の医事業務、臨床研修センターの業務等が年々増え、多種多様な業務に い」との指摘を踏まえ、民間型の経営方式を取り入れ、駐車場の自己管理による収入化
迅速な対応をするため担当職員(非常勤)を各１名増員した。 を図り、収益が増加した。また、収支をみながら補正予算により附属病院の設備を整備
5）委託の外来クラーク10名を非常勤看護助手５名(６h)に変更し、受付業務、診療の補 するなど法人化を契機にして柔軟な経営を行っている。
助業務、搬送業務等に業務範囲を広げ、看護師が本来業務に専念できるよう体制を整
備した。

７.監査機能の充実6）救急部に24時間体制を導入し、ICU経験の看護師を配置し、重症な救急患者を受け入
れる質の高い看護体制を整えた。
7）静脈注射院内認定制度を導入し、152名を認定した。留置針による血管確保、MRI等の （1）監事の業務実績
血管確保を看護師が行うようにした 新たな看護単位として中央診療検査部門を設け 監事は、法人の業務全般にわたり、業務執行の健全性の確保と業務効率の向上の観点か。 、
光学医療診療部・アンギオ室等に熟練した看護師を固定し、安全な医療の提供を確保 ら、内部監査部門ともよく連携し、会議出席、各企画室等とのヒアリング、書類閲覧等を

。 、 。した。 通じて的確な情報を得て監査を実施した また 問題点等に対して必要な助言等を行った
8）看護記録とサマリー用紙を見直し、記録時間の短縮を図った。 なお、日常監査の他、平成17年度の主な業務監査は次のとおりである。
9）各看護部委員会の委員数を７名程度に減らし、委員会とリンクナースを切り離してリ ①「平成16年度特定共同指導に対する改善対応状況」

、「 」 「 」ンクナースが病棟業務に専念できる体制とした。 指摘事項：特定共同指導で受けた各指摘事項に対して 重要なこと を確実に 組織
10）看護部に医療情報担当の看護師長を新設し、病院情報システムの更新と電子カルテ化 に徹底させる仕組みが必要。
に向け、看護記録電子化の準備を組織的に進めた。 改善内容：診療科長等会議、診療録管理委員会等において、改善内容の報告をくり返

し行い、病院内の全職員が意識するよう周知徹底した。また、特定共同指
（2）各種会議・全学委員会等の見直し、簡素化による教職員の負担軽減 導の指摘事項や保険診療に必要な項目を記載した 保険診療マニュアル 第「 （

教育研究評議会と教授会の審議事項を整理した結果、教授会の開催回数が半減すると ３版 」を作成し、診療従事者に対して保険診療について周知すると共に平）
ともに会議成立要件の緩和により、教職員の負担軽減となった。 成17年度に「保険診療に関する講演会」を３回実施した。
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②「個人情報保護法に関する対応状況」 ③「業務内容の点検を行っているところであるが、人員配置の見直し、アウトソーシング
指摘事項：保護規程の作成等「保有する個人情報を適切に管理するための措置に関す 等については平成17年度の課題となっており、取り組みの加速が求められる」との指摘

る指針」に沿って対応はしているものの、個人情報を保有している各部署 に対して、総務企画室で業務分析・改善ＷＧ（人事課長他３名）を設置して、事務局各
の保護管理状況の把握ができていない。 課係等全ての職員を対象として業務分析・改善ヒアリングを実施した。業務改善事項等

改善内容： 個人情報保護管理者会議 を開催し 保護管理者が行う情報管理のあり方 として挙げられた約200件の項目の中から、①外部委託の可否②業務の合理化・簡素化③「 」 、 、
問題点等について議論を行い、個人情報の適正な管理について周知徹底し 業務の廃止の３事項に関連する業務課題を抽出し、平成18年度から計画的に実施するこ
た。また今後、個人情報管理チェックリストの提出及び個人情報保有部署 ととした。また、附属病院の事務職員夜間受付業務、収納窓口業務、献体の搬送業務及

、 。の立入調査を実施するなどして管理状況の把握に努めることとした。 び給食業務の一部の外部委託について検討し 平成18年度から実施することを決定した
なお、本格実施に向け、附属病院の事務職員夜間受付業務及び収納窓口業務について、

（2）内部監査の実施状況 平成17年度から先行して実施した。
①「国立大学法人浜松医科大学内部監査規程」の一部改正により、学長を監査責任者と定
め、内部牽制の観点からより適切な監査体制を整備するとともに、監事・会計監査人と
連携しながら内部監査を実施した。更に、監事・会計監査人の他、財務担当理事を含め
た「内部監査報告会」を実施し、問題点・改善策等を共有するなど、内部統制の充実を
図った。また、四半期毎に１回、監事・会計監査人・事務局により問題点の抽出、改善
のための意見交換会を実施しており、平成18年度からは学長も意見交換会に出席し、業
務の更なる質的向上を目指すこととした。
②監査部門の独立性を図り、監査業務の体制強化を行うために、学長直属の「監査室」を
平成18年度に設置することとした。

（3）内部監査組織の独立性の担保など監査体制の整備状況
事務局組織再編の一つとして内部統制の仕組みの整備、法人としての自律的運営の確保

及び法人化後の財務、労務、安全管理、病院経営、共済組合等の内部監査体制の充実を図
るため、平成18年７月の「事務局組織変更」と併せて事務局から独立した学長直属の組織
として監査室を設置することとした。

８.従前の業務実績の評価結果について運営への活用

（1）評価結果の法人内での共有や活用のための方策
①各種評価結果については、役員会、教育研究評議会、経営協議会に報告するとともに教
授会や職員に対する経営説明会等にも報告し、ホームページにも掲載した。
②指摘事項については、各企画室の改善案を総合企画会議で分析検討し、学長より各企画
室長に是正措置を指示した。

（2）具体的指摘事項に関する対応状況
①平成16年度に係る業務の実績に関する評価結果において「大学運営に関する企画立案力

、 」・専門性向上のための職員の能力向上方策について 更に検討を進めることが望まれる
との指摘に対して、平成16年度に整備した学外研修制度を積極的に活用し、平成17年度
72件の受講者があった。その中で、法人化後の管理運営に必要な専門的な資格（衛生管
理者）を２名が取得した。また、事務職員研修計画の実施報告書の整理・検証を行うこ
とにより、法人化後の大学運営に重要と考えられる財務、労務等の研修（簿記研修、会
計研修、労務管理研修）を実施し、職員の企画立案能力や専門性向上を図った （専門研。
修46件、テ－マ別研修２件、階層別研修５件）
②「戦略的な資源の活用について更に取り組みを進めることが期待される」との指摘に対
して、戦略的な人員配置について、
1）特定の教員研究プロジェクトに対応するため、特任教員制度を導入した。
2）診療業務の充実を図るため、診療に特化した診療助手を配置した。
3）がん薬物療法の充実を図るため、医学部教員を流用して化学療法部教授を設置した。
4）全教員を対象として任期制を導入することとした。
5）看護部長を患者サ－ビス担当の副病院長に充て病院の管理運営体制を強化した。
6）病院部長（事務職）の配置及び副看護部長を１名増員し病院業務の管理支援体制を強
化した。
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

科学研究費補助金など外部研究資金、その他の自己収入の増加を図る。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１０５】 【１０５－１】 ・企業に対して、本学の特許出願に基づく発明に関する技
研究推進企画室を設置し、科学 科学研究費補助金 奨学寄附金 術情報について秘密保持契約を締結した上で、研究成果、 、
研究費補助金、奨学寄附金、受 委託研究費及び共同研究など外 のプレゼンテーションを行い、技術移転及び共同研究の
託研究費、共同研究など外部資 部資金の増加を図るための方策 誘引を目指した。
金の増加を図る。 を引き続き検討し、実施する。 ・金融機関との提携により、企業からの技術相談(10件)に

基づき、該当する講座等と面談を行い、共同研究等実施
に向けての可能性を検討した。

Ⅳ ・浜松商工会議所との医工連携研究会を開催し、看護学系
提案ニーズのうち製品事業化の可能性のある提案ニーズ
(９件）について、取組み意向企業との共同研究実施に
向けての可能性の検討を行った。
・大学ホームページに奨学寄附金に関する制度、受入れ及
び寄附金の税法上の優遇措置等について記載し、奨学寄
附金の受入れ増加を図った。
・科学研究費補助金については平成17年９月に科学研究補
助金学内説明会を開催し、日本学術振興会職員による科
学研究費補助金制度の説明及び副学長（研究・社会貢献
担当）から研究計画書の作成に関する注意点等の応募申
請のアドバイスを行い、学内の応募申請の増加、採択率
の上昇を目指した。

【１０６】 【１０６－１】 ・平成16年４月から外来駐車場・職員駐車場の駐車料金を
自己資産の活用により自己収入 自己資産の活用により自己収入 大学法人の自己収入として組み入れており、平成17年度
の増加を図る。 の増加を図る。 は約58,100千円の収入を得た。

【駐車場収入額】
平成16年度約52,900千円

Ⅲ 平成17年度約58,100千円（5,200千円増)
（ ） 、・職員宿舎の入居者の範囲を拡大 研修医等への貸与 し

入居率は平成16年３月時77％であったが平成18年３月時
には88％に増加し、平成17年度は法人化前と比べて、約
5,900千円の増収を得た。
【収入額】

平成15年度約29,700千円
平成16年度約33,400千円
平成17年度約35,600千円

【１０７】 【１０７－１】 ・発明協会主催の「大学における知的財産管理体制構築支
知的財産の権利化を促進し、特 発明協会等の発明相談の制度を 援セミナー」として、知財活用推進本部会議構成員に対
許収入の獲得を目指す。 利用して、学内の発明シーズの して札幌医科大学知的財産管理アドバイザーによるセミ

発掘を促進させ、本学帰属特許 ナーを開催し、学内の知的財産管理体制の重要性を責任
の増加を目指し、将来の特許収 Ⅲ スタッフに（20名）に周知した。
入の獲得を図る。また、技術職 ・科学技術振興機構（JST）相談員による特許相談を10回

浜松医科大学
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員の特許申請を奨励する。 実施し、発明シーズの発掘により、本学帰属特許の増加
を図った。この発明の発掘の結果、技術職員の発明1件
を含む４件を本学から特許出願した。
・大学の特許出願等に貢献した研究者に対して、知財の育
成と移転の促進のための奨励研究費を配分した。
・職員等の発明で本学帰属の特許を受ける権利について、
持分の一部を企業に譲渡（２件）し、その対価として
300千円の収入があった。

ウェイト小計

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
２ 経費の抑制に関する目標

管理的（固定的）経費の抑制を図る。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１０８】 【１０８ー１】 ・毎月、各企画室の執行状況及び収入確保状況を総合企画
事務等の効率化・合理化により 予算の執行状況を常に把握し、 会議並びに役員会に報告し、上半期の自己収入の増及び、
管理的経費の抑制に努める。 予算の有効利用に努める。 節約・節減した経費を再配分した。主な事項は以下のと

おりである。
①法律等施行により緊急に措置すべき事項（個人情報保
護に伴う研究室等の鍵の取替、電算室(病院及び事務

Ⅳ 局）入退室システム設置)7,900千円
②老朽化に伴う緊急的な補修・更新事項(研究棟外壁の
緊急補修、医療用機器更新等）286,000千円

③診療の質の向上を図るため措置すべき事項（外来化学
療法センター新設経費、病棟トイレ改修等、患者給食
配膳補助業務等）99,500千円

上記の措置により、平成16年度に比べ患者アメニティ及
び医療用機器更新等について改善を図った。

【１０８ー２】 ・業務分析・改善ワーキングを設置し、事務局職員を対象
人件費の有効活用を促進する。 にヒアリングを実施し、平成18年度実施に向けた業務の

合理化・簡素化、組織・人員配置についての計画を策定
するとともに、アウトソーシング等について、改善策を

Ⅲ 取りまとめた。なお、変形労働制にて実施していた病院
事務当直について、業務の効率性、人件費との費用効果
等を検討し、17年12月より全面外注とした。この結果、
「当直に伴う非番」がなくなり、事務体制が改善され業
務の安定化を図ることができた。また、費用効果として
当直体制と比べて約2,500千円の削減ができた。

【１０８ー３】 ・省エネルギー推進専門部会にて、身近で実施可能なペー
情報の電子化等、ペーパーレス パレス事項について検討し、全職員にメール配信等によ
化の具体案を検討する。 り周知した結果、事務局においては、コピー用紙量で

浜松医科大学
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1.0％(コピー用紙で約34,000枚）の節減をした。
Ⅲ ペーパレス事項は以下のとおり

①通知・回覧文書は、PDF等により「ホームページ内の
掲示欄等への貼り付け」若しくは「メール配信」によ
り行う。

②コピー、印刷には両面を使用する。
③複数枚を１枚に縮小印刷する。
④廃棄用紙の裏面を再利用する。
⑤会議等での資料は、プロジェクターの利用を積極的に
行い、配付資料を節減する。

⑥会議等での報告事項は、できるだけ要点をまとめ、
、 。A４版１～２枚程度に整理し 配布資料を簡略化する

⑦パソコンから印刷する場合には、真に必要と認められ
るもののみを印刷する。

【１０８ー４】 ・エネルギーの使用量を平成16年度をベースに５年間で10
光熱水料の節約の啓発活動を推 %の削減を目標にし、省エネルギー推進専門部会で、省
進する。 エネ対策について検討するとともに、各職域に配置した

「省エネルギー推進担当者」を通じ、全職員に啓発活動
。 、 「 」を行った また 四半期毎に 省エネルギー推進担当者

から省エネチェックシートを提出させ省エネに対する意
識向上を行っている。
その結果、平成17年度のエネルギー使用量は前年度に比

Ⅳ べ約4.8％減、光熱水費実績は、前年度に比べ約17,700
千円減少した。なお、省エネ活動の実施事項は以下のと
おりである。
①各部署へ「省エネポスター」の配布・掲示
（年2回：夏季・冬季）
②就業時前、昼休みの事務室内の蛍光灯消灯
③トイレの未使用時の消灯
④定流量型節水バルブの設置（基礎臨床研究棟）によ
る節水の実施(年間約1,300千円節減）
⑤人感センサーの設置(図書館,手術部廊下,講義実習
棟トイレ）

・職員の節約に係る意識改革の向上を図るため、平成17年
度から研究棟の各講座に電力計測装置を２年計画で設置
している。

【１０８ー５】 ・平成17年度契約より、類似している契約（12件）の統合
契約方法等の見直しを実施する かつ複数年契約を実施し、年間約5,000千円の費用の節。

Ⅲ 減をした。
・業務の安定化等を図るため、評価方式に基づく複数年契
約を導入した。
（２件：清掃業務、病院時間外救急患者等受付業務）

【１０９】 【１０９ー１】 ・平成18年３月からHOMAS(病院管理会計システム）に前月
費用効果を検討し、絶えず経費 管理会計システムを本稼働し、 までのデータを取り込み、費用効果の検証を開始した。
節減に努める。 附属病院の費用効果の改善に努 Ⅲ また、医師、コ・メディカル職員及び事務職員で病院管

める。 理会計システムWGを立ち上げ、執行状況に基づく配賦基
準の見直しを検討することとした。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

経営的視野に立った本学の資産（土地、施設、設備等）の効率的・効果的な運用を図る。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１１０】 【１１０－１】 ・施設マネジメントの一環として、施設の効果的活用を図
全学的な施設マネジメントを推 施設の効果的活用を図るために ることを目的に学内施設利用状況調査を実施し、その結、
進するため施設管理システムを 施設利用状況調査データの入力 Ⅳ 果をデータ化した。また学内のインフラ設備機器情報の
構築し、施設の効果的活用を図 とリンク付けを行うとともに、 データ化も併せて行い、施設管理システムの構築を進め
る。 設備機器情報データの入力とリ ている。また、平成18年度より施設利用状況を学内に情

ンク付けを計画する。 報開示することとした。

【１１１】 【１１１－１】 ・大量の個人情報が格納されている電算室（事務局及び病
資産の危機管理対策を確立する 重要資産の危機管理対策につい 院）に入退室システムを設置し、セキュリティーを強化。

て検討する。 した。
・本学の周辺又は本学構成員の身の上において発生又は発
生することが予測される様々な事象に伴う危機に迅速か

Ⅳ つ適切に対処するため、危機管理規程を制定するととも
に、危機管理会議を設置し、危機管理体制の充実を図っ
た。
・資産及び個人情報保護のため、研究室等の鍵を防犯性の
高い鍵へ交換した。
・重要資産の１つである現金の盗難、紛失等の防止策とし
て、窓口現金の授受の見直しを行い、入学検定料及び入
学料を郵便為替（現金）から銀行振込に変更した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

１.自己収入増加に向けた取り組み ２.財務内容の改善・充実

(1)病院収入の増収方策 (1)経費の削減
①地域連携事務室を設置 ①病院経営における経費削減の実施
常勤職員１名・非常勤職員３名を配置して運営した結果、外来事前予約の迅速化（１分 病院職員全員に経営参加を呼びかけ、コスト意識を高め、医療材料、物流管理面で経費
以内に予約可能）とともに、紹介状への対応、外来患者持参のレントゲンフィルムの返 節減を実施した。
還、証明書・診断書等の取扱方法・場所等が統一され、紹介患者の受入がスムーズにな 1）すべての部署における医療材料の価格、種類等を見直して物流委員会で整理し、同種
った。 器材の検証を行い、競争契約品目の拡大を行うとともに契約交渉により平成16年度に
②ICUを増床（２床 、GCUを新設（６床 、外来化学療法センターの開設、麻酔科に定員外 比べ平成17年度は5,400千円の経費を節減した。） ）
診療助手及びリハビリテーション部に非常勤PT技術職員の採用等を行った。 2）検査外注項目の効率的な選択と契約交渉により平成16年度に比べ平成17年度は3,300

上記の方策等による実施後の経済効果（対前年度）は以下のとおりであった。 千円の経費を節減した。
1）患者紹介率の増加4.5％増（48.0％→52.5％ 、初診患者は総数1，597人増 3）薬剤の契約について、平成16年度の値引き率10%を平成17年度は10.5%とし、約10,260）
(19,712人→21,309人) 千円の経費を節減した。

2）手術件数377件増(3,548件→3,925件) 4）検査試薬の効率的な選択と契約交渉により平成16年度に比べ平成17年度は38,430千円
3）入院診療総稼働額525,622千円増（8,367,116千円→8,892,738千円） の経費を節減した。
4）外来診療総稼働額341,407千円増（2,618,135千円→2,959,542千円） ②契約内容の見直し
5）総稼働額867,029千円増（10,985,251千円→11,852,280千円） 1）平成17年度契約より、類似した契約の統合かつ複数年契約を実施し、年間約5,000千

円の費用を節減した。
平成16年度病院収入額11,121,000千円に比べ、平成17年度は11,693,000千円と約572,000 2）清掃業務及び病院時間外救急患者等受付業務については、業務の安定化を図るため、
千円の増収を得ており、平成15年度から２カ年連続して増収となった。 評価方式に基づく複数年契約を導入した。
平成15年度病院収入額10,840,000千円 ③一般管理費の節減
平成16年度病院収入額11,121,000千円（前年比281,000千円増） 1）各部署に省エネルギー推進担当者を設置し、省エネ報告を義務付け、全職員に対する
平成17年度病院収入額11,693,000千円（前年比572,000千円増） 広報を実施し、省エネの意識向上に努め、事務局においては、ペーパーレス化により

コピー用紙量で1.0%節減した。
(2)外部資金の獲得 2）光熱水費の節減

科学研究費補助金については平成17年９月に科学研究補助金学内説明会を開催し、日本 エネルギーの使用量を平成16年度をベースに５年間で10%の削減を目標にし、省エネ
学術振興会職員による科学研究費補助金制度の説明及び副学長（研究・社会貢献担当）か ルギー推進専門部会で 省エネ対策について検討するとともに 各職域に配置した 省、 、 「
ら研究計画書の作成に関する注意点等の応募申請のアドバイスを行い、採択金額や学内の エネルギー推進担当者」を通じ、全職員に啓発活動を行った。また、四半期毎に「省
応募申請の増加、採択率の上昇を目指した。 エネルギー推進担当者」から省エネチェックシートを提出させ省エネに対する意識向
平成15年度264,700千円 うち間接経費 7,500千円 上を行っている。その結果、平成17年度のエネルギー使用量は前年度に比べ約4.8％
平成16年度263,079千円 うち間接経費 4,800千円（前年比 1,621千円減） 減、光熱水費実績は、前年度に比べ約17,700千円減少した。
平成17年度365,935千円 うち間接経費12,720千円（前年比102,856千円増）

(2)財務情報に基づく取り組み実績；予算の有効利用
(3)自己資産の活用による増収方策 毎月、各企画室の執行状況及び収入確保状況を総合企画会議並びに役員会に報告し、上
平成16年4月から外来駐車場・職員駐車場の駐車料金を大学法人の自己収入として組み入 半期の自己収入の増及び節約・節減した経費を再配分した。
れることとした。平成１7年度は外来患者等の増加による駐車台数の確保が必要となり、既 主な事項は以下のとおりである。
存の駐車場の増設整備を実施した。 ①法律等施行により緊急に措置すべき事項
【駐車場収入】 個人情報保護に伴う研究室等の鍵の取替、電算室(病院及び事務局）入退室システム設置
平成16年度約52,900千円 7,900千円
平成17年度約58,100千円（5,200千円増） ②老朽化に伴う緊急的な補修・更新事項

研究棟外壁の緊急補修、医療用機器更新等286,000千円
③診療の質(診療業務、患者アメニティ、委託業務）の向上を図るため措置すべき事項
外来化学療法センター新設経費、病棟トイレ改修等、患者給食配膳補助業務99,500千円

上記の措置により、平成16年度に比べ患者アメニティ及び医療用機器更新等について改
善が図れた。
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３.人件費削減に向けた取り組み

政府の「行政改革の重要方針（平成17年12月24日閣議決定 」を踏まえて総人件費削減計）
画について、本中期目標期間中の今後４年間における計画を以下のように策定した。
①事務職員等の定年退職者の後任不補充（削減額 約100,000千円）
②超過勤務の縮減（削減額 約40,000千円）
③教員の欠員分の計画的な採用等（削減額 約20,000千円）
④当直体制の見直しによる経費縮減等（削減額 １診療科当り約4,000千円）
これらの実施に当たっては、業務の一層の合理化や再雇用制度の活用、非常勤職員の雇

用を適宜行い、業務の質を低下させない方策を検討することとした。

４.従前の業務実績の評価結果の運営への活用

(1)評価結果の法人内での共有や活用のための方策
①各種評価結果については、役員会、教育研究評議会、経営協議会に報告するとともに教
授会や職員に対する経営説明会等に報告し、ホームページにも掲載した。
②指摘事項については、各企画室の改善案を総合企画会議で分析検討し、学長より各企画
室長に是正措置を指示した。

(2)具体的指摘事項に関する対応状況
平成16年度に係る業務の実績に関する評価結果における「外部資金の受け入れ制度や受

け入れ手続きに関する情報提供については、準備段階にとどまっており、早急な対応が望ま
れる」との指摘に対して、ホームページ上に「産学連携推進」のコーナーを設け、共同研
究や受託研究、奨学寄附金等の外部資金の受け入れ制度や受け入れ手続きに関する情報提
供を行った。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
１ 評価の充実に関する目標

自己点検・評価及び第三者評価を厳正に実施するとともに評価結果を大学運営の改善に十分反映させる。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１１２】 【１１２－１】 ・国立大学法人浜松医科大学自己評価規則を制定した。
評価担当の理事を室長とする専 中長期的視点に立った自己点検 Ⅲ ・評価担当理事を室長とする評価組織が中心となり、教員
門の組織を設置し、自己点検・ ・評価のための規則や組織を整 評価等を企画・立案し、実施した。
評価体制を再編強化する。 備する。

【１１３】 【１１３－１】 ・自己点検・評価の実施計画を策定し、平成19年度に認証
自己点検・評価結果を大学運営 自己点検・評価の実施計画を策 Ⅲ 評価を受けることとした。
に反映させるシステムを構築す 定する。 ・従来の自己点検・評価システムを改め、外部評価に資す
る。 る自己評価システムを構築した。

【１１４】 【１１４－１】 ・教員、教務職員、技術職員、病院職員について総合的に
教職員の教育・研究・診療等の 教職員の教育・研究・診療等の 評価する評価指針・評価基準を作成した。
業績を総合的に評価するシステ 業績を総合的に評価する基準を ・上記の評価指針・評価基準に基づき、全学的に評価を実
ムを構築し、優れた教職員に対 作成する。 Ⅲ 施した。評価は教育・研究・診療・社会貢献等の各活動
するインセンティブを導入する について、個人の自己評価を提出させたうえ、各組織の。

責任者が更に評価を行う方式であり、各組織の責任者に
おいては理事・副学長が複数で評価を行った。また、実
施に際しては対象教職員を対象にそれぞれ説明会を行っ
た。

【１１５】 【１１５－１】 ・ 財）日本医療機能評価機構による病院機能評価結果を（
評価・改善を通常業務に組み入 評価結果を反映する学内組織の 反映して、病院事務部門の管理機能強化を図るため、業
れたシステムを構築する。 再編成・配置転換等の改善策を Ⅲ 務部を病院管理に特化した組織に改編し、病院部と改称

検討する。 した。また、業務部施設課は、施設マネジメントの展開
が容易となるよう総務部に所属させ事務部門の機能強化
を図った。

ウェイト小計

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
２ 情報公開等の推進に関する目標

教育研究活動の状況など大学運営に関する情報提供の充実を図る。中
期
目
標

浜松医科大学
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

（ ） 、【１１６】 【１１６－１】 ・本学広報誌 年間発行回数/媒体／学内外の別 として
広報誌、ホームページ等の点検 広報誌である大学概要及び学報 大学概要（１/紙／学内外 、学報（４/紙/学内外 、ニ） ）
・見直しを行い、広報の在り方 ・ニュースレター等を刊行する ュースレター（３/紙/学内外 、大学案内（１/紙／学内）
を検討するとともに、学内外へ とともに、本学ホームページ上 外 学生生活案内 １/紙／学内 附属図書館概要 １）、 （ ）、 （
積極的に情報を提供する。 に掲載し、学内外への広報を行 Ⅲ /紙・電子／学内外 、紀要（１/電子/学内外 、さわや） ）

う。 か通信（12/紙/学内）を発行し、文部科学省、各国立大
学法人等、県内公私立高等学校及び県内医療機関等へ配
布した。また、研究活動一覧（１/紙・電子／学内外 、）
自己点検評価報告書（隔年/紙・電子/学内外）について
も定期に発行した。さらに、大学概要、学報、ニュース
レターについては新たにホームページに掲載し、広く社
会に公開した。

【１１７】 【１１７－１】 ・システム詳細設計について、大学情報としてデータベー
大学の知的情報、財務内容及び 初年度に確定された大学データ スを確立するために、まず構成すべき項目を確定し、シ
管理運営等に関する情報を一元 ベースの項目について、電子計 ステム詳細設計の一環としてデータベースの内部スキー
的に把握し、データベース化を 算機上で機能させるための論理 マの設計を終了した。データ項目の確定にあたっては、
促進し、社会の求めに応じて情 スキーマを構築する。また、デ Ⅲ 学内外からの求めに応じて情報を提供できるよう配慮
報を提供する。 ータベースの集計機能及びデー し、学内情報の一元化を念頭において設計した。

タエントリのためのユーザイン ・システム機能設計について、データエントリシステムと
タフェースについて検討を行い して機能させるための対話型ユーザインターフェースに
ながら、システムの実験的な導 ついて種々の検討を行った結果、書名選択からのインパ
入を試みる。 クトファクターの自動入力、研究活動一覧の自動出力等

ユーザフレンドリな機能の実装に至った。

【１１８】 【１１８－１】 ・ホームページのコンテンツとして研修医便りを掲載し、
卒後臨床研修生の確保のため、 現在の研修医の意見を「研修医 研修医の状況や感想、意見等を発信するとともに、研修
処遇や進路について、広報活動 便り」として広報し、更にホー 修了者や指導医からの感想なども併せて掲載し、学内の
の推進を図る。 ムページを充実させる。研修希 情報交換や本学で研修を希望する学生への情報提供に貢

望者と直接質疑応答を行う臨床 Ⅲ 献している。
研修プログラム説明会を開催す ・平成17年12月に臨床研修プログラム説明会を開催し、病
る。 院長、臨床研修センター長が研修制度・内容についての

説明を行った(60名参加)。
・静岡県中長期的医師教育支援協会を発足させ、浜松医大
関係病院との間でホームページを通じて連携システムを
構築して初期研修、後期研修医師たちへの進路指導及び
情報提供を行うこととした。

ウェイト小計

ウェイト総計

浜松医科大学
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項

１.情報公開の促進 ３．研究業績による組織評価

（1）情報発信に向けた取り組み状況 毎年、研究組織単位の構成員、英文原著論文（I.F 、和文原著論文、総説、著書、特許）
①従来紙媒体で発行していた本学広報誌（概要・学報・ニュースレター）について、本年 数、外部資金獲得状況等の研究業績を調査し、研究組織の活動状況について総括的に点検
度より電子媒体としてホームページ上にも掲載し、積極的な情報公開を図った。 ・評価を行っている。この点検・評価結果は、調査内容を含め「研究活動一覧」として取
②平成17年度においては、本学の情報発信に係るスキームとなる「広報ポリシー」を策定 りまとめ、評価内容を研究者へフィードバックさせ、講座等研究組織の活性化を図ってい
した。 る。
③外国人留学生への英文ホームページでの情報提供

国際交流を積極的に図るために外国人留学生への情報提供に係るコンテンツを新設し
４.従前の業務実績の評価結果の運営への活用についてた。具体的には留学生宿舎の紹介に始まり、学費・奨学金・医療・保険等生活情報に関

すること、外国人登録・在留関係手続きに関する案内などを日本語・英語両方で掲載し
た。 (1)評価結果の法人内での共有や活用のための方策
④講座等における研究活動のホームページでの情報提供 ①各種評価結果については、役員会、教育研究評議会、経営協議会に報告するとともに教

研究活動一覧については、平成10年度から平成16年度までの情報を講座毎に講座構成 授会や職員に対する経営説明会等にも報告し、ホームページにも掲載した。
員・英文原著論文（I.F ・和文原著論文・総説・著書・特許数・外部資金獲得状況等を ②指摘事項については、各企画室の改善案を総合企画会議で分析検討し、学長より各企画）
掲載し、本学の研究活動の内容を学内外に向けて積極的にアピールしている。また、平 室長に是正措置を指示した。
成17年度のホームページ充実にあたり、産学連携を推進するために、本学の知財運用に
係る組織情報をはじめ、共同研究・受託研究・受託研究員の受入・奨学寄附金・技術相 (2)具体的指摘事項に関する対応状況
談等に関する手続き方法や関連する本学の規程情報等を掲載し外部資金の積極的な獲得 平成16年度に係る業務の実績に関する評価結果における「自己点検・評価、認証評価、
に貢献した。 法人評価に関する６年間の評価実施計画を策定している点や個人評価の調査項目表・個人
⑤附属病院における院内情報の伝達 評価指針を作成した点は評価されるが、評価結果を大学運営に反映させるシステムについ
1 「さわやか通信」を毎月発行し、院内職員の意識改革、病院経営情報の公開、院内問 て、更なる検討が必要である」との指摘に対して、法人評価等で指摘を受けた事項につい）
題の改善・改革に役立てている。 て、各企画室で検討した改善案を総合企画会議で分析検討し、学長より各企画室長に是正
2）各科の情報伝達方法を①紙上で回覧板として確認する、②メールで各人に送る、③カ 措置を指示する体制とした。また、昨年度策定した個人評価の調査項目表・個人評価指針

、 、 、 、ンファランスで理解したかを確認する、等の３方法で行うよう指導し、実行している を基に 全教員の教育活動等の個人評価を行い その結果に基づき 一部の教員に対して
ことを確認した。 学長並びに教育担当理事から指導を行った。
3）学内に｢学報｣ 「ニュースレター」等の広報誌があるが、病院情報、最近の医療情報、
等を掲載。毎年病院経営状況を全職員を対象に説明会を開くこととしている。平成17
年10月に平成16年度の経営結果、平成17年度計画、病院再整備について報告した。

２．職員評価

職員個人の評価については、教員は５領域（教育、研究、診療、社会貢献、管理運営 、）
教務員・技術職員は3領域（教育、研究、診療の支援）についエフォート（重み）を組み込
んだ調査票及び評価指針を企画立案し、これをもとに実施した。病院職員については個々
の部局（看護部、放射線部、検査部、リハビリテーション部）で仕事内容に応じた評価指
針を作成して、部局責任者及び病院長が評価を行った。評価を行うにあたり、事前に目的
や実施方法などについて説明した。
評価は全職員が、調査票で求められている項目について自己評価を行い、責任者が面談

して一次評価を行い、全体的な評価や評価バランスについては、理事、副学長、病院長な
どが二次評価を行った。責任者については、理事・副学長が複数で評価を行った。
評価結果が思わしくない者については、学長、理事等が個別に面談を行いアドバイスを
するなど具体的な改善策をとった。
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要項目
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

施設整備に関する長期的な構想を策定し、計画的な施設整備・管理を行う。中
期

施設整備・管理にあたっては、バリアフリー、環境保全などの社会的要請に十分配慮する。目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１１９】 【１１９－１】 ・施設マネジメント専門委員会において施設利用状況調査
施設の利用状況等を点検し、教 施設の利用状況を把握するため 票を作成し、同委員会委員による学内の施設（病院施設
育研究スペースの配分の適正化 に、新しい利用状況調査票に基 Ⅲ を除く）の立ち入り調査を実施した。その調査結果の問
を図る。 づき立入調査を実施する。 題点を教授会に報告するとともに教育研究スペースの適

正配分ルールの策定を進めている。また、平成18年度よ
り施設利用状況を学内に情報開示することとした。

【１２０】 【１２０－１】 ・施設パトロールを前年に引き続き実施し要修繕箇所の更
建物設備の機能性確保の点検を 施設の要修繕箇所情報に基づき 新、前年度の要修繕箇所の改善を進めると共にライフサ、
行い、維持保全整備年次計画を ライフサイクルコストを考慮し イクルを考慮した維持保全整備年次計画を策定した。要
作成する。 たメンテナンス・機器更新に関 Ⅳ 修繕箇所のランク及び維持保全整備年次計画に基づき屋

する維持保全整備年次計画を作 上防水の改修、機器の更新・修繕、冷凍機等の主要機器
成し、実施に努める。 の点検整備を計画的に実施している。

(要修繕箇所287件に対して、改善109件を実施）

【１２１】 【１２１－１】 ・前年度策定した耐震改修計画に基づき附属病院の中央診
予想される東・南海地震に備え 施設の安全を確保するために、 療部分及びエネルギーセンター棟の耐震補強工事を行い
、 。 （ ） 。 、て 学内の防災対策を点検する 建物の耐震改修計画に基づき、 Ⅲ 耐震診断指標 Is値 を0.41から1.08に改善した また

改善の実現に努める。また、設 設備の防災点検項目による点検を行い改善計画を策定
備については、洗い出された防 し、自動火災報知設備の蓄電池更新をした。
災点検項目に対し点検を実施す
る。

【１２２】 【１２２－１】 ・人に優しいキャンパス作りの方策を基に患者の療養環境
施設設備計画にはユニバーサル 施設の社会的要請への取組とし を改善するため、年度計画では整形外科病棟の便所改修
デザインを導入し、人に優しい て、人に優しいキャンパス作り であったが、上半期の予算実績・自己収入の増収等によ
キャンパスを目指す。 の方策を基に改善の実施に努め Ⅳ る補正予算編成がされ、病棟・外来全て(22カ所)の便所

る。 改修、身障者用便所の新設と院内環境の改善のため、リ
ハビリテーション部の拡充、CT待合室の新設、案内表示
の充実を行った。また、福利施設棟の全面改修及び講義
実習棟、臨床講義棟の身障者便所の改修を行い学生の環
境改善を行った。

【１２３】 【１２３－１】 ・エネルギーの使用量を平成16年度をベースに５年間で10
エネルギー消費量の把握及び分 エネルギー消費の削減を図るた ％の削減目標とした。省エネルギー対策年次計画を策定
析による各エネルギー削減計画 めに、省エネ型機器への変更の し省エネ効果が高いと推測される廊下、便所、図書館の
を策定し、必要設備の改善に努 年次計画を立案し実施に努める 閲覧室等の照明設備の人感センサー化を行い、図書館で。
める。 Ⅳ は平成16年度に比べ年21,900kwh（約22％）の節電がさ

れ、廊下、便所等は年47,000kwhの節電見込みである。
老朽化した照明設備を143台更新し年32,500kwhの節電見
込みである。その結果17年度のエネルギー使用量は平成
16年度に比べ原油換算308KL(約4.8％)削減し、光熱水料

浜松医科大学
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は17,700千円削減した。

【１２３－２】 ・エネルギーの使用状況詳細データを得るために、基礎臨
エネルギー消費量の把握・分析 床研究棟に部門毎電気使用量を把握できるシステム（２
をするために、エネルギー使用 Ⅲ 年計画の１年目）とエネルギーセンターの冷凍機等主要
状況詳細データを得るための必 機器全ての電気使用量を把握できるシステムを導入し
要事項の措置を講じる。 た。また、前年に引き続き定期報告及び中期計画を関東

経済産業局に提出した。

ウェイト小計

Ⅴ その他の業務運営に関する重要項目
２ 安全管理に関する目標

法人化に対応した安全管理体制の確立を図る。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１２４】 【１２４－１】 ・衛生管理者については 労働安全衛生法で必要な人員 ４、 （
労働安全衛生法を踏まえた安全 衛生管理者等の学内巡視結果に 名）を大きく上回る22名を選任して、昨年度から継続し
管理体制を整備する。 基づき、安全衛生教育の強化を きめ細かく学内巡視を行い、職員の健康障害を防止する

図る。 ための措置を講じている。衛生管理者に対しては、衛生
Ⅳ 工学衛生管理者が効率よく巡視点検するための巡視方法

を教育し、労働衛生コンサルタントを講師として、衛生
管理者実務講習会を実施した。また、職員及び大学院生
を対象に安全衛生管理に関する講習会を実施した。
・改善を要する実験室等は昨年度2,127箇所あったが、本
年度は約８割減少し415箇所になった。

【１２５】 【１２５－１】 ・労働安全衛生法に伴う環境測定（事務所：２ヶ月以内毎
学内施設等の安全対策の実施状 労働安全衛生法に伴う環境測定 に１回、放射線業務：１ヶ月以内毎に１回、有機溶剤及
況を点検し、整備に努める。 及び設備の定期点検結果に基づ Ⅲ び特定化学物質：６ヶ月以内毎に１回）及び局所排気装

き 学内施設等の改善に努める 置等定期点検（１年以内毎に１回）を実施し問題点がな、 。
いことを確認して、職員の安全と健康を確保した。

ウェイト小計

浜松医科大学
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浜松医科大学

Ⅴ その他の業務運営に関する重要項目
３ その他の目標
（１）教職員のモラルの向上に関する目標

教職員の服務規律を定め、行動規範の周知を図る。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１２６】 【１２６－１】 ・職員倫理規程及び服務規律に加えて、服務全般にわたる
教職員の遵守すべきガイドライ 倫理規程を検証するとともに、 問題点を整理した。職員が遵守すべき服務ポリシ－(ガ
ンを策定し、周知徹底させる。 ガイドラインを策定する。 Ⅲ イドライン）を作成し配付するとともに、ホームページ

に掲載し周知に努めた。今後は新規採用及び異動職員に
ついても必ず説明を行い、引続き啓発活動に努める。

【１２７】 【１２７－１】 ・セクシャルハラスメント等の定義、教職員・相談員の心
セクシャル・ハラスメント等の セクシャル・ハラスメント等の 構え、事例等を中心とした広範囲にわたる内容を盛り込
防止対策を充実させる。 防止のための啓発活動をさらに んだ講演会（２日間）を行い、全職員・学生に対して十

充実させる。 Ⅲ 分な啓発活動が実施できた。また、来年度の講演内容の
充実を図るため、参加者に対して講演内容等のアンケ－
ト調査を実施した。今後も、全職員、学生及び相談員を
対象とした講演会等を実施するとともに、引き続きセク
シャルハラスメント相談員、何でも相談員及び保健管理
センタ－と連携しつつ啓発活動に努める。

ウェイト小計

Ⅴ その他の業務運営に関する重要項目
３ その他の目標
（２）その他の目標

ボランティアを導入して、地域社会との交流を図る。中
期
目
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【１２８】 【１２８－１】 ・策定したボランティアの受け入れに関する指針に基づ
ボランティアの受け入れに関し ボランティアの活動要領を整備 き、活動要領を整備し、地域等のボランティア希望者に
て、計画及び指針をまとめる。 し、受入れ体制を整える。 対して十分にインパクトのある受入れ環境、体制を整備

Ⅲ するとともに広報の方法について検討した。当該検討を
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浜松医科大学

踏まえて浜松市役所、浜松市福祉協議会及び地元の公民
館等に出向き募集チラシの配布、ポスタ－の掲示、関連
情報誌への掲載等ボランティア活動への協力依頼を実施
した。広報活動の充実によって、病院ボランティア（受
診等の院内誘導、車椅子患者等の移動・誘導・介助等）
が前年度と比較して５名増加した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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浜松医科大学

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項の特記事項

（4）施設・設備の有効活用の促進１.施設マネジメント
①施設・設備の効果的活用

（1）全学的な施設マネジメント実施体制 施設のマネジメントを推進し施設の効果的活用を図る施設管理システムの構築を進める
浜松医科大学将来構想推進委員会のもとに施設マネジメント専門委員会を置き、全学的 ため、学内施設（附属病院施設を除く）の利用状況立ち入り調査を施設マネジメント専

な施設の整備計画、利用計画及び保全計画に関する事項について協議を行い、施設マネジ 門委員会により実施し、その調査結果をデータ化し問題点を教授会において公表すると
メントの推進に努めている。 共に学内に情報開示できる態勢を整えた。また、施設設備の維持保全整備計画、省エネ
①施設整備計画（キャンパスマスタープラン等） ルギー計画を図るための機器情報データである設備台帳を整備した。
大学の基本的な中期目標を踏まえ、老朽化、狭隘解消、耐震対策等安全安心な教育研究 ②共用利用スペース等
環境への再生及び大学附属病院の再生を図るための、卓越した研究拠点の整備、人材養 共用利用スペースは平成13年度に導入しており施設マネジメント専門委員会預かりで施

。 、成機能を重視した基盤的施設の整備、先端医療に対応した附属病院の整備を平成12年度 設の有効活用の一環として運用している 共用利用スペースは競争的公募により配分し
に策定した施設長期計画の見直しを行い、平成18年度に完了予定である。 使用期間を３年とし長期的な実験研究に対応できるようにした。更に今後、公募実験室
②病院再整備計画 等の共用利用スペースを増やす計画である。
1）病院再整備プロジェクトチームで作成した基本計画をもとに平成18年度概算要求を行 ③施設の有効活用等
い、病院再整備事業の内示を受けた。病院再整備計画のコンセプト「１．災害に強い 施設の効果的活用を図るため施設マネジメント専門委員会による学内施設（病院施設は
病院２ 光医学を中心にした高度先進医療の推進３ 患者サービス・居住性の向上４ 除く）の施設利用状況立ち入り調査を実施し、その調査結果の問題点を教授会において． ． ．
優れた医療人の育成５．既存施設の有効利用６．地域貢献７．病院の経営改善」に定 公表すると共に結果を踏まえて今後の教育研究スペースの適正配分のルール策定を進め
めた。これに基づき、病院再整備基本設計を公募型プロポーザルにて募集して委託業 ている。
者（設計事務所、請負金額14,700千円）を選定した。また、将来構想検討委員会のも
と、病院長を中心に附属病院再整備検討専門委員会を設け20のワーキングクループに

２.安全管理より現状及び再整備による問題点等を検討し基本設計を進めている。平成22年を目途
に8階建て病棟を新築し、平成25年までに既存病棟を外来棟として改修を終了する計 (1)安全管理体制
画である。 平成16年度に安全衛生管理規程を制定するとともに 評価・労務・安全管理担当理事 総、 （

2）病院再整備に伴い、患者駐車場が不足するため平成17年度は140台分の駐車場を増設 括安全衛生管理者）を委員長とする安全衛生委員会を組織し、財務・病院担当理事、産業
した。また、患者数の増加等に対応するため平成18年度中に350台分の立体駐車場を 医、安全衛生責任者、衛生管理者及び施設課職員から構成される11名の委員が職員の健康
整備する計画である。 管理・安全確保のための管理体制について検討を重ねてきた。衛生管理者については、き

③学生生活環境の改善 め細かく巡視点検するための法定必要人員（４名）を大きく上回る22名を選任して、週１
福利施設棟の床の張替え、壁・天井の塗替え、便所の模様替え等行い学生生活環境を改 回各職域を巡視して、問題点があれば改善指導を行っている。評価・労務・安全管理担当
善した。 理事（総括安全衛生管理者 、財務・病院担当理事も巡視し、直接問題箇所について指導し）
④防災対策等 た。改善を要する実験室等は昨年度2,127箇所あったが、本年度は約８割減少し415箇所に
1）本学は東海地震の地震防災対策強化地域にあり、主な建物7棟の耐震改修計画を策定 なった。
し早期に耐震改修を完了するように取り組んでいる。平成17年度は附属病院中央診療
部分とエネルギーセンター棟の耐震改修工事を行い構造耐震指標（Is値）0.41から1.08に (2)安全管理マニュアル作成
した。 巡視項目チェックリストを衛生管理者を含めた拡大委員会において検討し改良した。こ

、 。2）新病棟においては免震構造を採用し、既存病院棟は耐震補強で計画を進めている。 れらの結果については集約して 月１回開催する安全衛生委員会で意見交換を行っている
3）アスベスト対策は、平成18年度に終了予定である。 講座、診療科等で改善できる問題点については部署の責任者に検討を依頼して、大学全体
⑤診療業務機能の改善 で取り組む問題点については安全衛生管理センターを始め関係部署と相談しながら改善す
附属病院の生理検査部門を集約化する改修を行い、業務の効率化を図った。集約化によ るようにしている。監事には安全衛生委員会の議事内容を報告して、適宜助言を受けた。
ってできたスペースを外来化学療法センターとして新規の診療部門を設置してガン治療
の向上を図った。これに伴い診療報酬の増収が図れた。 (3)薬品管理システム

有害物質（有機溶剤、特定化学物質、毒物、劇物等）については、各部署ごとで鍵のか
（2）施設維持管理計画 かる保管庫に保管する、管理簿をつける等の管理を行っている 「特定化学物質の環境への。

施設パトロールを前年に引き続き実施し要修繕箇所の更新、前年度の要修繕箇所の改善 排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づき、薬品管理の一元化に向け
を進めると共に、計画的な維持管理の実施及び設備更新計画の見直しを行っている （要修 て薬品管理プロジェクトチームを編成し、検討を重ねてきている。また、各部署ごとの薬。
繕箇所数287件に対して109件の改善を実施） 品管理体制と全学的な薬品一元管理を平成18年度に構築することとしている。

（3）設備マスタープラン等
研究設備及び診療設備に区分し、設備マスタープランを作成している。
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５.ユニバーサルデザインの導入(4)安全教育等
職員及び衛生管理者等に対して、次のとおり安全衛生管理に関して教育等を実施した。 人に優しいキャンパス作りの方策を基に患者の療養環境を改善するため、年度計画では
①衛生管理者の巡視方法の個別指導 整形外科病棟の便所改修であったが、上半期の予算実績・自己収入の増収等による補正予
②安全衛生管理に関する講習会 算編成がされ、病棟・外来全て(22カ所)の便所改修、身障者用便所の新設と院内環境の改
③衛生管理者実務講習会 善のため、リハビリテーション部の拡充、CT待合室の新設、案内表示の充実を行った。ま
④特定化学物質等作業主任者能力向上の講習会 た、福利施設棟の全面改修及び講義実習棟、臨床講義棟の身障者便所の改修を行い学生の
⑤職場巡視・点検セミナー 環境改善を行った。

３.危機管理 ６.従前の業務実績の評価結果について運営への活用
（1）危機管理マニュアルの作成等 （1）評価結果の法人内での共有や活用のための方策
①防災マニュアルの内容を再点検し、改訂版を作成した。また、勤務時間外の災害も想定 ①各種評価結果については、役員会、教育研究評議会、経営協議会に報告するとともに教
に入れ、ポケット版を作成して全職員に配布した。 授会や職員に対する経営説明会等にも報告し、ホームページにも掲載した。
②医療事故防止対策マニュアルの内容を再点検し、改訂版を作成した。 ②指摘事項については、各企画室の改善案を総合企画会議で分析検討し、学長より各企画

室長に是正措置を指示した。
（2）危機管理に対する取り組み状況
①本学の周辺又は本学構成員の身の上において発生又は発生することが予測される様々な （2）具体的指摘事項に関する対応状況
事象に伴う危機に迅速かつ的確に対処するため、危機管理規程を制定した。また、危機 平成16年度に係る業務の実績に関する評価結果における「教職員の服務規律に関するガ

、 。 、 、 」 、管理関し必要な事項を審議するための危機管理会議を設置し 危機管理体制を整備した イドラインについては その性質上 より早い取り組みが必要である との指摘に対して
②資産の危機管理対策 職員が遵守すべき服務ポリシ－(ガイドライン）を作成し配付するとともに、ホームペー
1)現金の盗難、紛失等の防止 ジに掲載し周知に努めた。
重要資産の１つである現金の盗難、紛失等の防止策として、窓口現金の授受の見直し
を行い 「入学検定料、入学料」を郵便為替（現金）から銀行振込に変更した。、
2)資産及び個人情報の保護(防犯対策)
資産及び個人情報保護のため、研究室等の鍵を防犯性の高い鍵へ交換した。
3)大量の個人情報が格納されている電算室（事務局及び病院）に入退室システムを設置
し、セキュリティーを強化した。

③情報漏えいの防止
学内にファイル交換ソフトwinyの使用規制について通知し、インターネット利用に伴う
情報漏えい策を講じた。また、情報システム、個人情報保護法を専門とする弁護士を講
師として個人情報保護対策研修会を開催し、130名が参加した。

４.省エネルギー対策
（1）平成17年10月に環境マネジメント委員会を設けエネルギー使用量は平成16年度をベース
に５年間で10％削減を目標設定した。施設マネジメント専門委員会の下部組織である省
エネルギー推進専門部会において平成16年度に設置した各職域の省エネルギー推進担当
者の省エネ講習会を行い資質の向上を図ると共に、各職域の省エネ状況を提出させ、そ
の結果及びエネルギーの使用状況をメーリングリストにより全学的な省エネルギーの推
進を図る体制を強化した。また、省エネルギー対策年次計画を策定し、省エネ効果が高
いと推測される廊下、便所、図書館閲覧室等の照明設備の人感センサー化を行い、図書
館では平成16年度に比べ年21,900kwh（約22％）節電され、廊下、便所等は年47,000kwh
の節電見込みである。老朽化した照明設備を143台更新し年32,500kwhの節電見込みであ
る。その結果平成17年度のエネルギー使用量は平成16年度に比べ原油換算で308KL（約4.
8％）削減し、光熱水費は17,700千円減少した。

（2）平成17年10月に環境マネジメント委員会を設け水の使用量は16年度をベースに５年間で
５％削減を目標設定した。1７年１月に附属病院の各水栓等に節水システムを導入し、上
水5,800ｔ（4.9％ 、工業用水9,200ｔ（6.8％ 、下水15,300ｔ（6.9％）を節水した。学） ）
部についても年1,300千円の節約が見込まれるため３月に導入を行った。
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
１３億円 １３億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の

発生等により緊急に必要となる対策費とし 発生等により緊急に必要となる対策費とし
て借り入れすることも想定される。 て借り入れすることも想定される。

Ⅷ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

医学部附属病院における基幹・環境整備及び 医学部附属病院における基幹・環境整備及び 医学部附属病院における基幹・環境整備及び
病院特別医療機械の整備に必要となる経費の長 病院特別医療機械の整備に必要となる経費の長 病院特別医療機械の整備に必要となる経費の長
期借入れに伴い、本学医学部附属病院の敷地及 期借入れに伴い、本学医学部附属病院の敷地及 期借入れに伴い、本学医学部附属病院の敷地に
び建物について担保に供する。 び建物について担保に供する。 ついて担保に供した。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育 決算において剰余金が発生した場合は、教育 剰余金については、全額を平成１８年度に繰
・研究及び診療の質の向上及び組織運営の改善 ・研究及び診療の質の向上及び組織運営の改善 越した。
に充てる。 に充てる。

浜松医科大学
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額百万円 財 源 施設・設備の内容 予定額百万円 財 源 施設・設備の内容 決定額百万円 財 源（ ） （ ） （ ）

小規模改修 総額 192 施設整備費補助金 ・基幹・環境整 総額 333 施設整備費補助金 ・基幹・環境整備 総額 331 施設整備費補助金
192百万円 備 （19百万円） エネセン耐震工事・ （24百万円）（ ）

長期借入金 アスベスト対策 長期借入金
長期借入金 ・病院特別医療 （282百万円） ・病院特別医療機械 （275百万円）

－ 機械 国立大学財務・経営セ 循環機能総合検査シ 国立大学財務・経営セ（ ）
国立大学財務・経営セ ンター施設費交付金 ステム ンター施設費交付金
ンター施設費交付金 ・小規模改修 （32百万円） ・小規模改修 （32百万円）

－ 福利施設棟改修工事（ ）

（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成す
るために必要な業務の実施状況等を勘案した施設
・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備
の改修が追加されることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額
として試算している。なお、各事業年度の施設整
備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費
交付金、長期借入金については、事業の進展等に
より所要額の変動が予想されるため、具体的な金
額については、各事業年度の予算編成過程等にお
いて決定される。

○ 計画の実施状況等
アスベスト対策については、附帯事務費を含め補正予算164,853千円の措置があったが、平成18年度から施設整備を行う病棟及び

基幹整備切り回し事業の設計と深く関係していたため､事前着工分4,661千円を差し引いた160,192千円を翌年度へ繰り越すこととした。
循環機能総合検査システムについては競争入札執行の結果、計画額に比して7,297千円少額となった。

Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

人事に関する計画を策定し、適切な人事管理を推進する。 ①全学的に教員任期制の導入を一層推進する。 ①平成19年4月の教員組織の新制度への移行に併せて、原則的に全
②職員の資質向上を図るための研修を充実させる。 教員に任期制を導入した。また、教員の流動性及び評価制度構築
③多様な人材の確保を図る。 の視点に立って、任期更新審査の資格基準を明確にした。
④適正な人事管理を推進し、人件費の効率的運用を図る。 ②法人化に際し、策定した研修計画に基づき、職員の資質・専門性

等の向上を目的とした簿記研修、会計研修、労務管理研修等を実
、 。 、施し 法人化後の財務・労務等の専門的知識を習得させた また

研修参加者からフィードバックした研修計画実施報告書の整理・
検証を行い、研修成果を各々業務に反映させた。
③引き続き、事務系職員の採用は、医療事務等専門性の高い業務に
ついて、本学独自の流動性のある採用を行い、多様な人材の確保
を実施した。
④事務職員、技術職員の退職、学外異動等に伴い、各々業務を見直
し、当該補充を業務委託、非常勤職員とした。また教員構成の見
直しを行い、非常勤講師数の削減（平成16年度223人→平成17年
度198人）を行うことにより、人件費の効率的運用を図った。
（平成16年度7,580千円→平成17年度6,300千円）

浜松医科大学
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（ 、 ）別 表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(名) (名） （％）

医学部 医学科 ５９５ ６１６ １０３．５

看護学科 ２６０ ２６５ １０１．９

計 ８５５ ８８１ １０３．０

医学系研究科
修士課程 看護学専攻 ３２ ３８ １１８．８

博士課程 １２０ １３２ １１０．０

光先端医学専攻 ４４ １９

高次機能医学専攻 ２０ １６

病態医学専攻 ３２ ３３

予防・防御医学専攻 ２４ ２

（形態系専攻） （４０） １４

（生理系専攻） （２８） ２３

（生化系専攻） （２４） １８

（生態系専攻） （２８） ７

計 １５２ １７０ １１１．８

合 計 １，００７ １，０５１ １０４．４

○ 計画の実施状況等
・医学科では、第２年次後期に５名の入学定員の編入学を行っている。
・看護学科では、第３年次に 名の入学定員の編入学を行っている。10
・大学院博士課程は、平成 年 月から形態系専攻、生理系専攻、生化系専攻、生態系専16 4
攻の学生募集を停止し、在学生の修了を待って廃止する。

・修士課程の収容数が収容定員に対し ％上回っている。これは平成 年度受験学生18.8 17
の入試成績が優秀であり、指導教員の研究指導体制も整っていることから入学定員 人16
を超える 人を合格としたためである。23

浜松医科大学


